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税務訴訟資料 第２７１号－１２１（順号１３６２３） 

大阪地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（南税務署長） 

令和３年１０月２８日棄却・確定 

判    決 

原告          甲 

同訴訟代理人弁護士   松山 純子 

被告          国 

同代表者法務大臣    古川 禎久 

処分行政庁       南税務署長 

            中来田 真康 

同指定代理人      別紙指定代理人目録記載のとおり 

    主    文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 南税務署長が平成３０年５月１４日付けで原告に対してした原告の平成２４年分の所得税の

更正処分のうち総所得金額９８１万０９４９円及び納付すべき税額マイナス８７５万２５７４

円をそれぞれ超える部分並びに同処分に伴う過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分をい

ずれも取り消す。 

２ 南税務署長が平成３０年５月１４日付けで原告に対してした原告の平成２５年分の所得税及

び復興特別所得税の更正処分のうち総所得金額１０２９万８９２１円及び納付すべき税額マイ

ナス９３２万３７６４円をそれぞれ超える部分並びに同処分に伴う過少申告加算税及び重加算

税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

３ 南税務署長が平成３０年５月１４日付けで原告に対してした原告の平成２６年分の所得税及

び復興特別所得税の更正処分のうち総所得金額１１４３万７５６５円及び納付すべき税額マイ

ナス９０３万２７２１円をそれぞれ超える部分並びに同処分に伴う過少申告加算税及び重加算

税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

４ 南税務署長が平成３０年５月１４日付けで原告に対してした原告の平成２７年分の所得税及

び復興特別所得税の更正処分のうち総所得金額９１０万４０９３円及び納付すべき税額マイナ

ス８２８万３０２１円をそれぞれ超える部分並びに同処分に伴う過少申告加算税及び重加算税

の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

５ 南税務署長が平成３０年５月１４日付けで原告に対してした平成２８年分の所得税及び復興

特別所得税の更正処分のうち総所得金額９２３万８４７３円及び納付すべき税額マイナス６７

４万８１９６円をそれぞれ超える部分並びに同処分に伴う過少申告加算税及び重加算税の賦課
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決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

南税務署長は、平成３０年５月１４日、原告がした平成２４年分～平成２８年分（以下、併

せて「本件各年分」という。）の所得税及び復興特別所得税（以下「所得税等」という。ただ

し、平成２４年分については所得税のみである。）の確定申告について、原告に対し、それぞ

れ、①本件各年分の所得税又は所得税等の更正処分（以下、これらの処分を併せて「本件各更

正処分」という。）及び②本件各更正処分に伴う過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分

（以下、これらの処分を併せて「本件各賦課決定処分」といい、本件各更正処分と併せて「本

件各処分」という。）をした。 

 本件は、原告が、本件各処分の基礎となった税務調査の手続には重大な違法があるなどと主

張して、被告を相手に、本件各処分の取消し（本件各更正処分については、申告額を超える部

分の取消し）を求める事案である。 

１ 関係法令等の定め 

別紙「関係法令等の定め」記載のとおりである。なお、同別紙において定めた略称は、以下、

本文でも用いる。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、掲記の証拠又は弁論の全趣旨により容易に認定するこ

とができる事実） 

（１）当事者等 

ア 原告等 

（ア）原告（昭和●年生まれ）は、大阪市中央区●●において、平成１４年頃から「Ａ」と

いう皮膚科の医院（以下「本件医院」という。）を開設・運営する医師である。（乙３、

証人乙〔２７頁〕、原告本人〔１頁〕、弁論の全趣旨） 

（イ）乙（昭和●年生まれ。以下「乙」という。）は、平成２９年当時、本件医院において

副院長を務め、大阪市中央区●●にあるマンション（Ｂ。以下「本件マンション」とい

う。）の一室に居住していた。（甲１５、証人乙〔１頁〕、弁論の全趣旨） 

（ウ）丙（以下「丙」という。）は、原告の知人であり、本件医院の経理担当者であった。

（乙１、３、２０、弁論の全趣旨） 

（エ）丁税理士（近畿税理士会東支部所属。以下「丁税理士」という。）は、平成２９年９

月頃、原告の依頼を受けていた税理士である。戊（以下「戊事務員」という。）は、同

月頃、丁税理士の事務所の事務員であった。（乙３、２１、弁論の全趣旨） 

（オ）Ｃ税理士（中国税理士会松江支部所属。以下「Ｃ税理士」という。）は、平成２９年

１０月頃、原告の依頼を受けていた税理士である。（乙３、２３、弁論の全趣旨） 

イ 大阪国税局及び奈良税務署等の職員（本件調査担当職員） 

（ア）大阪国税局及び奈良税務署等の職員は、本件各年分の所得税等について、平成２９年

９月１９日以降、原告に対する一連の税務調査を行った（以下、同日以降に原告に対し

て行われた一連の税務調査を「本件調査」といい、このうち同日の調査を「本件調査

１」、同日より後の調査を「本件調査２」ともいう。また、以下、本件調査における税

務調査手続を「本件調査手続」といい、本件調査に関与した大阪国税局及び奈良税務署

等の職員を「本件調査担当職員」という。）。 

（イ）平成２９年９月１９日に本件マンションにおいて行われた原告に対する質問検査（本
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件調査の一環）は、次の３名の職員により行われた。 

ａ Ｄ（昭和●年生まれ。以下「Ｄ」という。）は、平成２９年９月１９日当時、大

阪国税局課税第一部資料調査第一課の職員（主査）であった。（乙３、５５、証人

Ｄ〔１頁〕） 

ｂ Ｅ（以下「Ｅ」という。）は、平成２９年９月１９日当時、大阪国税局課税第一

部資料調査第一課の職員（国税実査官）であった。（乙３） 

ｃ Ｆ（昭和●年生まれ。以下「Ｆ」という。）は、平成２９年９月１９日当時、熊

本国税局課税部資料調査第一課に所属し、大阪国税局課税第一部資料調査課第一課

の国税実査官を併任していた。（乙２、３、５４、証人Ｆ〔１頁〕） 

（ウ）Ｇ（以下「Ｇ」という。）は、本件調査担当職員の１人であり、平成２９年当時、大

阪国税局課税第一部資料調査第一課の職員（主査）であった。 

（２）確定申告、納税地変更 

ア 平成２４年分の所得税の確定申告、納税地変更①② 

（ア）平成２４年分の所得税の確定申告 

原告は、平成２５年３月１５日、奈良税務署長に対し、別紙「課税の経緯」の「平成

２４年分」の「確定申告」欄記載の内容で、所得税の確定申告書を作成・提出した。原

告は、平成２４年分の所得税青色申告決算書において、収入から控除されるべき接待交

際費として１４２７万１６７５円を支出した旨申告した。（乙８の１・２） 

（イ）納税地変更① 

原告は、平成２４年２月２８日、西宮税務署長に対し、納税地の異動に関する届出書

を提出して、納税地を兵庫県西宮市内から大阪市北区内（大淀税務署管轄）に変更した。

（乙７） 

（ウ）納税地変更② 

原告は、平成２５年３月１５日、大淀税務署長に対し、納税地の異動に関する届出書

を提出して、納税地を大阪市北区内から奈良県大和郡山市内（奈良税務署管轄）に変更

した。原告が届け出た奈良県大和郡山市内の納税地は、株式会社Ｈ（丙が代表取締役を

務め、経営コンサルタント業等を目的とする会社）の本店所在地であった。（乙７、８

の１、９の１、１０） 

イ 平成２５年分の所得税等の確定申告 

原告は、平成２６年３月１７日、奈良税務署長に対し、別紙「課税の経緯」の「平成２

５年分」の「確定申告」欄記載の内容で、所得税等の確定申告書を作成・提出した。原告

は、平成２５年分の所得税青色申告決算書において、収入から控除されるべき接待交際費

として１５１３万１６８０円を支出した旨申告した。（乙９の１・２） 

ウ 平成２６年分の所得税等の確定申告、納税地変更③ 

（ア）平成２６年分の所得税等の確定申告 

原告は、平成２７年３月１４日、南税務署長に対し、別紙「課税の経緯」の「平成２

６年分」の「確定申告」欄記載の内容で、平成２６年分の所得税等の確定申告書を作

成・提出した。原告は、平成２６年分の所得税青色申告決算書において、収入から控除

されるべき接待交際費として１０６１万２１０３円を支出した旨申告した。（乙１１の

１・２） 
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（イ）納税地変更③ 

原告は、平成２７年３月頃までに、納税地を大阪市中央区内の本件医院の所在地と変

更した。（乙１１の１・２、弁論の全趣旨） 

エ 原告による平成２７年分の所得税等の確定申告 

（ア）平成２７年分の所得税等の確定申告 

原告は、平成２８年３月１５日、奈良税務署長に対し、奈良県大和郡山市内を納税地

として、別紙「課税の経緯」の「平成２７年分」の「確定申告」欄記載の内容で、平成

２７年分の所得税等の確定申告書を作成・提出した。原告は、平成２７年分の所得税青

色申告決算書において、収入から控除されるべき接待交際費として８７３万５８０９円

を支出した旨申告した。（乙１２の１・２） 

（イ）原告が届け出た奈良県大和郡山市内の納税地 

原告が届け出た奈良県大和郡山市内の納税地は、株式会社Ｈの本店所在地であった。

（乙１０、１２の１・２） 

オ 原告による平成２８年分の所得税等の確定申告 

（ア）平成２８年分の所得税等の確定申告 

原告は、平成２９年３月１５日、奈良税務署長に対し、奈良市内を納税地として、別

紙「課税の経緯」の「平成２８年分」の「確定申告」欄記載の内容で平成２８年分の所

得税等の確定申告書を作成・提出した。原告は、平成２８年分の所得税青色申告決算書

において、収入から控除されるべき接待交際費として３０万７７７４円を支出した旨申

告した。（乙１３の１・２） 

（イ）原告が届け出た奈良市内の納税地 

原告が届け出た奈良市内の納税地は、有限会社Ｉ（原告の知人であるＪが代表取締役

を務め、小売業を営む会社）の本店所在地であった。原告は、平成２８年８月１２日、

同本店所在地を住所地として住民登録を行ったが、当該住所地には居住していなかった。

（乙１４、１５） 

（３）本件調査１－平成２９年９月１９日の税務調査 

ア 税務調査の開始 

奈良税務署所属の職員及び大阪国税局課税第一部資料調査第一課所属の職員は、共同し

て、原告の平成２６年分～平成２８年分の所得税等に係る税務調査を行うため、平成２９

年９月１９日（火曜日）の朝（なお、同日午前に本件医院の診療はなかった。）、原告に

事前に通知することなく、①原告の当時の納税地（奈良市内）、②本件医院、③原告の妻

の住民登録がされた大阪市北区内のマンションのほか、④本件医院において副院長を務め

る乙が居住する大阪市中央区●●にある本件マンションに臨場した。 

本件マンションに臨場したのは、大阪国税局課税第一部資料調査第一課のＤ・Ｅ・Ｆの

３名であった。（以上につき、甲１２の１・２、１４～１６、乙２、３、証人乙〔１９、

２０頁〕、原告本人〔１、４８、４９頁〕） 

イ 本件マンションにおける原告に対する質問検査 

（ア）Ｅは、平成２９年９月１９日午前９時１０分頃、①原告の納税地、②本件医院及び③

原告の妻の住民登録がされたマンションに臨場した職員から、これらの場所のいずれに

おいても原告の所在を確認することができなかった旨の連絡を受け、同日午前９時１２
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分頃及び同日午前９時１５分頃、原告名義の携帯電話の番号に電話をかけたが、いずれ

も原告の応答はなかった。なお、原告は、前日の夜から、本件マンションの乙の自宅で

過ごしていた。（甲５、１４～１６、乙３、４、証人乙〔２０頁〕、原告本人〔１、２

頁〕） 

（イ）Ｅは、平成２９年９月１９日午前９時３５分頃、本件マンションの玄関にあるインタ

ーフォンを用いて乙の部屋を呼び出したところ、乙が応答した。Ｅが乙に対して面談し

たい旨伝えたところ、乙は、「身支度をするので３０分ほど待ってほしい。」などと答

えた。そこで、Ｅは、乙にＥの公用携帯電話の番号を伝え、準備ができたら連絡するよ

う依頼し、本件マンションの外で待機した。（甲５、１５、乙３、４、証人乙〔１

頁〕） 

（ウ）Ｅは、平成２９年９月１９日午前１０時１０分頃、乙から、準備ができた旨の連絡を

受けたことから、その後、本件マンションの１階ロビー（以下「本件１階ロビー」とい

う。）に設置された応接セット（以下「本件応接セット」という。）において、乙との

面談を開始した。（甲５、７、１５、乙３、４、証人乙〔２頁〕） 

（エ）Ｆは、平成２９年９月１９日午前１０時２５分頃、原告が乙の所有する自動車（赤色

のマツダ・ＣＸ－３。以下「本件車両」という。原告は、当時、本件車両を日常的に使

用しており、乙も、原告が本件車両を使用することを許諾していた。）を運転して本件

マンションの駐車場（以下「本件駐車場」という。）出口から外に出ようとしているの

を発見した。Ｆは、本件車両の前に立ちはだかって本件車両を停止させた後、本件車両

の助手席に乗り込み、原告の運転で本件駐車場に戻った。その後、原告は、本件応接セ

ットにおいて、Ｄ・Ｅ・Ｆから、質問検査（以下「本件質問検査」という。）を受けた。

（甲５、１２の１、１４～１６、乙３、４、証人乙〔２３、３３頁〕、証人Ｆ〔４、７

～１１頁〕、原告本人〔３頁〕。なお、Ｆが本件車両の助手席に乗り込んだ際に乗車す

ることについて原告の同意を得たか否かや、Ｄがその場にいたか否かについては、後記

４のとおり当事者間に争いがある。） 

ウ 本件質問検査の状況 

原告は、本件質問検査の途中で、本件マンション３階の共用トイレ（以下「本件トイ

レ」という。）に行ったが、その際、Ｆが本件トイレに同行した。 

原告は、本件トイレの個室内で携帯電話を使って丙に電話をかけ、本件質問検査に関す

る会話をした。（以上につき、甲４、７、１４、乙５４、証人Ｆ〔１３～１５頁〕、原告

本人〔１０、１１頁〕。なお、Ｆが本件トイレに同行した際にＦが待っていた位置等につ

いては、後記４のとおり当事者間に争いがある。） 

エ 本件質問検査後の状況 

Ｄ・Ｅ・Ｆは、平成２９年９月１９日午後２時頃、原告と共に本件医院に向けて移動し、

その後、本件医院付近で待機していた職員らと合流して、本件医院又はその付近において、

原告が本件医院内において保管していた帳簿書類を確認するなどした。（甲７、乙３） 

（４）本件調査２－平成２９年９月１９日より後の税務調査 

ア 原告の丁税理士への委任 

原告は、本件質問検査の後である平成２９年９月２０日頃、丁税理士に対し、本件調査

への対応を依頼した。（乙２１、弁論の全趣旨） 
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イ 平成２９年９月２２日の物件留め置き（９月物件留め置き） 

原告は、平成２９年９月２２日、本件医院において、丁税理士立会いの下に、Ｅを含む

本件調査担当職員から税務調査を受けた。同日、本件調査担当職員は、丁税理士から、原

告を依頼者とし、税務代理の対象を平成２６年分～平成２８年分の所得税等とする税務代

理権限証書（以下「本件税務代理権限証書」という。）の提出を受けた。 

また、本件調査担当職員は、原告から、平成２６年分～平成２８年分の事業所得に係る

総勘定元帳等の関係資料の提出を受け、これらの物件を留め置いた（以下、この留め置き

を「９月物件留め置き」という。）。 

その際、原告は、『「預り証（交付用）」を確かに受領しました。』と印字された「預

り証」の控え（以下「９月控用預り証」という。）の氏名欄に署名押印した。本件調査担

当職員は、原告に対し、金銭出納帳の写しを取りたい旨説明したところ、原告はこれを承

諾し、本件調査担当職員を本件医院に設置されたコピー機まで案内した。本件調査担当職

員は、上記コピー機を使って、金銭出納帳の写しを取った。（以上につき、甲３の２、８、

１４、乙３、２１、５０、５１。なお、原告が平成２９年９月２２日に本件調査担当職員

から９月控用預り証と複写式になっている交付用の預り証〔以下「９月交付用預り証」と

いう。〕を受領したか否かや、原告が９月控用預り証に署名押印した時点において９月控

用預り証の「物件の名称又は種類」欄等に留め置かれる物件の名称等が記入されていたか

否か等については、後記４のとおり、当事者間に争いがある。） 

ウ 本件調査の対象の追加 

本件調査担当職員は、平成２９年９月２９日、本件調査の対象として、原告の平成２４

年分・平成２５年分の所得税又は所得税等を追加することとし、丁税理士に対し、その旨

を伝えた。（乙３） 

エ 平成２９年１０月４日の物件留め置き（１０月物件留め置き） 

本件調査担当職員は、平成２９年１０月４日、丁税理士の事務所において、戊事務員か

ら、平成２４年分・平成２５年分の事業所得に係る総勘定元帳等の関係資料の提出を受け、

これらの物件を留め置いた（以下、この留め置きを「１０月物件留め置き」という。）。 

その際、本件調査担当職員は、戊事務員に対し、「預り証（交付用）」（以下「１０月

交付用預り証」という。）を交付し、戊事務員は、１０月交付用預り証と複写式になって

いる「預り証」の控え（以下「１０月控用預り証」という。）の氏名欄に「税理士丁」と

記載されたゴム印及び「丁」と彫られた印を押した。（以上につき、甲３の２、９、乙３。

なお、原告が１０月物件留め置きについて承諾したか否かについては、後記４のとおり、

当事者間に争いがある。） 

オ Ｃ税理士による税務代理権限証書の提出等 

丁税理士は、平成２９年１０月３１日、本件調査担当職員に対し、電話で、①Ｃ税理士

が丁税理士の事務所を訪れたこと、②Ｃ税理士から原告の税務調査への対応をＣ税理士が

行う旨告げられたため、丁税理士は本件調査への対応から事実上外れること、③丁税理士

が保管していた９月交付用預り証を原告に渡したこと等を伝えた。また、Ｃ税理士は、同

日、本件調査担当職員に対し、原告を依頼者とする税務代理権限証書を提出し、本件調査

に関与することになった旨伝えた。（乙３） 

カ 原告と本件調査担当職員との面談① 
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原告は、平成２９年１２月１日、約２時間にわたり、Ｃ税理士、乙及び助手のＫの同席

の下、大阪国税局において、Ｅを含む本件調査担当職員３名と面談を行った。その際、原

告は、本件調査担当職員に対し、本件マンションにおける質問検査の開始前にＦが原告の

運転する車両に乗り込んだことや、９月物件留め置き及び１０月物件留め置き等について、

その手続に違法があるなどと指摘した。また、Ｃ税理士は、同日付けで、大阪国税局長に

対し、「申入書」と題する書面を提出し、本件調査は違法であり、直ちに中止すべきであ

る旨申し入れた。Ｅは、Ｃ税理士に対し、原告が本件各年分の必要経費として計上してい

る支出に関し、問題と考えられる点をまとめた書面（以下「問題事項一覧」という。）を

手渡した。（甲１、２、１０、１１、乙３、５、２５） 

キ 原告と本件調査担当職員との面談② 

原告は、平成２９年１２月２０日、約３時間半にわたり、Ｃ税理士、乙及び助手のＫの

同席の下、大阪国税局において、Ｅ及びＧを含む本件調査担当職員３名と面談を行った。 

その際、９月物件留め置きに関し、原告が、「物件の名称又は種類」欄に何も記入され

ていない預り証に署名押印した旨主張し、Ｃ税理士が、本件調査担当職員に９月控用預り

証の写しを交付するよう要求し、９月控用預り証を手に取ったところ、Ｇは、「なんでや

ねん、返せや。」、「とるなや。」などと発言し、原告は、「ちょっと待ってくださ

い。」、「ちょっと落ち着いてください。」、「とってません、とってません、返す返

す。」などと発言した。（以上につき、甲１０、１１、乙３、６、２６） 

ク 原告に対するその後の調査の状況 

Ｅは、平成３０年１月１０日、Ｃ税理士に対し、原告が本件各年分の必要経費として計

上している支出について調査するため、面談の日程調整を求めたが、Ｃ税理士は、本件調

査が通則法の定める手続に基づいていないとの理由で、面談の日程調整に応じなかった。

Ｅは、同月１６日、平成２９年１２月１日に手渡した問題事項一覧について回答を求めた

が、Ｃ税理士は回答を拒否した。 

Ｅは、平成３０年１月３０日、Ｃ税理士に対し、再度、問題事項一覧について回答を求

めるとともに、面接の日程調整を依頼したが、Ｃ税理士は「同じことを何度も言わす

な。」などと言ってこれに応じなかった。 

Ｅは、平成３０年２月９日、Ｃ税理士及び原告に対し、本件各年分の必要経費に関する

質問事項を記載した同月８日付けの「依頼事項」と題する書面を郵送し、Ｃ税理士に対し、

同月２３日までの間、複数回にわたり回答を依頼したが、Ｃ税理士は、通則法に基づく調

査がされていないとの理由から、質問事項への回答を拒否し、原告は、Ｃ税理士に一任し

ているとの理由から、質問事項に回答する意思があるか否かを明らかにしなかった。（以

上につき、乙３、２６～３５） 

ケ 原告の本件調査担当職員に対する質問状の提出等 

（ア）質問の提出 

原告は、平成３０年１月１７日付け、同月１８日付け及び１９日付けで、本件調査担

当職員に対し、９月物件留め置き及び１０月物件留め置き等に関する質問を提出し、書

面で回答するよう求めた。（乙３、６の１～３） 

（イ）平成３０年２月２３日 

Ｅは、平成３０年２月２３日、原告に対し、電話で、原告の質問に書面で回答するこ
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とはない旨口頭で回答するとともに、原告からの質問のうち、９月控用預り証及び１０

月控用預り証に誰が署名押印しているかとの質問に対し、９月控用預り証については原

告の署名押印が、１０月控用預り証については丁税理士の署名がある旨回答した。（甲

１０、１１、乙３、３５） 

（ウ）平成３０年４月２０日 

Ｅは、平成３０年４月２０日、本件医院において、原告と面談し、原告に対し、１０

月物件留め置きについて、丁税理士から物件の提出を受け、預り証に署名してもらって

いることから、調査手続に違法はない旨口頭で説明した。（甲１０、１１、乙３、３

９） 

コ 納税地変更④ 

原告は、平成３０年３月１６日、奈良税務署長に対し、「所得税・消費税の納税地の変

更に関する届出書」を提出し、奈良市内から大阪市中央区内の本件医院の所在地に納税地

を変更した。（乙１６） 

サ Ｃ税理士及び原告と本件調査担当職員とのやり取り 

Ｅは、平成３０年４月５日、同月９日、同月１６日及び同月２４日、Ｃ税理士の事務所

に電話をかけ、同事務所の事務員に対し、本件調査の結果を説明するため、原告及びＣ税

理士と同年５月１０日までに面接を行いたい旨伝言を依頼したが、同年４月２４日までの

間にＣ税理士から連絡はなかった。 

Ｅは、平成３０年４月２４日、原告の携帯電話に電話をかけ、本件調査の結果の説明を

行う日を同年５月１０日までの間に調整したい旨、留守番電話のメッセージに残した。原

告は、同年４月２４日、Ｅに対し、乙を通じて、Ｃ税理士と連絡が取れていないため、Ｃ

税理士と連絡がつき次第連絡する旨伝え、また、同年５月２日、Ｅに対し、Ｃ税理士とま

だ連絡がついていないので待ってほしい旨伝えた。さらに、原告は、同月７日、Ｅに電話

をかけ、Ｅに対し、同月５日及び６日に島根県でＣ税理士と面談したが、Ｃ税理士が現在

病気であるため、同月１０日までに本件調査の結果の説明を聞くことは困難であること、

本件調査の結果の説明についてはＣ税理士に一任していることから、今後はＣ税理士に連

絡してもらいたいこと等を伝えた上で、Ｅと上司が相談した上で更正処分を行うのであれ

ば甘んじて受けるなどと述べた。Ｅは、同月８日、原告に対し、同日１０日までの間で本

件調査の結果の説明ができる面接日時を連絡するよう依頼し、仮に連絡がなかった場合に

は、本件調査の結果に基づき更正処分を行う旨伝えた。これに対し、原告は、同月１０日

までの間にＣ税理士と連絡が取れそうにないため、本件調査の結果の説明を受けることは

できない旨回答した。 

Ｃ税理士は、平成３０年５月９日、Ｅに対し、電話で、Ｅが原告に連絡したことについ

て「おかしくないですか。」、「事前通知が行われていないじゃないですか。」などと述

べた上で、「今、体調を崩しているので長時間話ができないんです。」、「お願いではな

く提案ですが、更正されてもいいんだけど、話合いで落としどころを見つけて、早く決着

をつけるのはどうですか。島根にお見えなさい。」などと述べた。Ｅが本件調査の結果の

説明を受けるか否かについて尋ねると、Ｃ税理士は、Ｅに対し、「あなたね、受けるわけ

ないでしょ。それ以前に国税通則法に基づく事前通知がなされていないのに、調査の終了

の際の手続を行うことはおかしいでしょ。」、「調査結果を受けなければ更正すると言っ
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たそうですが、更正するならお好きになさい。では、電話を切りますよ。」などと述べて

一方的に電話を切った。（以上につき、甲１０、１１、乙３、３６～４５） 

（５）本件各処分 

南税務署長は、平成３０年５月１４日、別紙「課税の経緯」の「更正処分等」欄記載のと

おり、原告の本件各年分（平成２４年分～平成２８年分）の所得税等（ただし、平成２４年

分については所得税のみである。）について、本件各更正処分（所得税額等の更正処分）及

び本件各賦課決定処分（過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分）（本件各処分）をし

た。 

南税務署長は、本件各処分において、事業所得の金額の計算上、原告が接待交際費という

勘定科目により支出し、必要経費として申告したものについて、諸会費又は検査料と認めら

れる支出（合計２４万０１６７円）を除き、必要経費に算入すべき金額とは認めなかった。

（乙１７の１～５） 

（６）原告と本件調査担当職員とのやり取り 

原告は、平成３０年６月２６日、約１時間４０分にわたり、Ｅと電話で話し、本件質問検

査当日にＦが本件車両に乗り込んだことや、１０月控用預り証に原告が署名押印をしていな

いこと等について、Ｅに説明を求めた。また、原告は、同月２９日、約３０分にわたり、Ｅ

と電話で話し、１０月物件留め置きに関して、原告自身が留め置きを了承したことを証明す

る書類の有無について説明を求めた。（甲１０、１１） 

（７）審査請求 

原告は、平成３０年８月２日、国税不服審判所長に対し、本件各処分に係る税務調査の手

続には本件各処分を取り消すべき違法があるなどとして、その全部の取消しを求める旨の審

査請求をした。（甲６、乙１８） 

（８）本件各調査報告書の作成等 

ア 本件各調査報告書の作成 

南税務署個人課税第●部門の財務事務官であるＬは、平成３０年１２月４日付け及び同

月６日付けで、南税務署個人課税第●部門統括官に対し、平成２９年９月１９日の本件マ

ンションでの調査に関し、ＬがＤから聴取した内容やＤがＦ・Ｅから聴取した内容をまと

めた３通の調査報告書（以下、これらの調査報告書を併せて「本件各調査報告書」とい

う。）を作成した。本件各調査報告書には、Ｄが、本件車両を運転して駐車場から出てき

た原告に対し、原告本人である旨を確認し、身分証を提示の上、原告に対し税務調査を行

う旨説明し、Ｆを本件車両に乗せることについて許可を得た後、Ｆが本件車両の助手席に

同乗した旨の記載がある。（甲３の１、４、５） 

イ 本件調査経過記録書の作成 

また、本件調査の経過について本件調査担当職員が記録した調査経過記録書（以下「本

件調査経過記録書」という。）には、本件調査担当職員が、本件車両を運転していた原告

に対し、税務調査である旨を告げ、協力を要請したところ了承を得た旨の記載がある。

（乙３） 

（９）裁決 

国税不服審判所長は、令和元年６月２８日、原告の上記審査請求はいずれも理由がないと

して、これらの審査請求を棄却する旨の裁決をした。（甲６） 
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（10）本件訴えの提起 

原告は、令和元年１２月２７日、本件訴えを提起した。 

３ 争点 

本件各処分の課税の計算に係る被告の主張は別紙「本件各処分における課税の計算」のとお

りであり、原告は、接待交際費として申告した支出が所得税法３７条１頁の「必要経費」に該

当するか否かの点も含めて、その計算の基礎となる金額及び計算方法を明らかに争わない。し

たがって、本件の争点は、本件調査手続の適法性である。  

４ 争点に関する当事者の主張 

（１）被告の主張 

 ア 判断枠組み 

税務調査の手続は、租税の公平や確実な賦課徴収のため、課税庁が課税要件の内容を成

す具体的事実の存否を調査する手段として認められた手続であり、その調査により課税標

準の存在が認められる限り、課税庁としては課税処分をしなければならない。また、更正

処分の取消訴訟においては客観的な課税標準の有無が争われ、これについて実体的な審査

がされるのであるから、税務調査の手続の瑕疵は、原則として更正処分に影響を及ぼすも

のではなく、例外的に、税務調査の手続が、刑罰法規に触れ、公序良俗に反し、又は社会

通念上相当の限度を超えて濫用にわたるなど、重大な違法を帯び、何ら調査せずに更正処

分をしたに等しいものとの評価を受ける場合に限り、更正処分の取消事由となるものと解

するのが相当である。そうすると、本件調査の手続に違法な点があり、そのことが本件各

処分の取消事由となるのは、本件調査の手段が、刑罰法規に触れ、公序良俗に反し又は社

会通念上相当の限度を超えて濫用にわたるなど、重大な違法を帯びたものとの評価を受け

る場合に限られるというべきである。 

イ 本件調査手続 

次のとおり、本件調査手続には、重大な違法は認められない。 

（ア）Ｆの本件車両への乗り込みについて 

原告は、本件調査において、Ｆが原告の同意を得ることなく本件車両の助手席に乗り

込んだ旨主張するが、そのような事実はない。 

Ｆは、本件車両の所有者である乙の許可は得なかったが、本件車両の使用者である原

告の同意を得た上で本件車両に乗り込んだ。また、Ｆが本件車両に乗って移動した距離

が極めて短かったことに照らせば、Ｆが本件車両に乗り込んだ行為は、原告の私的利益

を著しく害するものとは認められず、社会通念上相当な限度にとどまる。 

したがって、Ｆが本件車両に乗り込んだことには、重大な違法は認められない。 

（イ）Ｆが本件トイレに同行したこと等について 

原告は、本件質問検査の際に、Ｆが、本件トイレまで付きまとい、原告が入った本件

トイレの個室のドアに耳を当てて電話の内容を盗み聞きし、原告をどう喝した旨主張す

るが、そのような事実はない。 

本件質問検査を開始するまでの事実経緯等に照らせば、原告が逃走することによる適

切な質問検査の実施等が阻害される事態を防ぐために、本件調査担当職員が本件トイレ

に同行する必要性が認められる状況にあったといえる。また、Ｆは、本件トイレに同行

することについて事前に原告の同意を得ていた。さらに、Ｆが同行したのは本件トイレ
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の入口付近までであり、本件トイレ内には入っておらず、個室のドアに耳を当てた事実

はない。加えて、Ｆが原告をどう喝した事実もない。 

そうすると、Ｆが原告の承諾を得た上、本件トイレの入口付近まで同行し、待機して

いた行為は、原告の私的利益を著しく害するものとは認められず、社会通念上相当な限

度にとどまるものである。 

したがって、Ｆが本件トイレの入口付近まで同行したこと等には、重大な違法は認め

られない。 

（ウ）９月物件留め置きについて 

原告は、９月物件留め置きについて、本件調査担当職員が物件の提出及び留め置きの

必要性について原告に説明せず、原告に９月交付用預り証を交付しなかったなどとして、

９月物件留め置きの手続は違法である旨主張するが、次のとおり、９月物件留め置きは

関係法令に定められた要件を満たすものである。 

本件調査担当職員は、平成２９年９月２２日、本件医院の院長室内において原告に対

する質問検査を行った。その際、担当職員は、丁税理士から本件税務代理権限証書を受

領した上で、丁税理士に対し調査の目的等の通知事項を通知した。 

本件調査担当職員は、平成２９年９月２２日、原告に対し、原告から提出された総勘

定元帳等の物件について、その内容を精査するために留め置く必要があり、必要に応じ

て物件の写しを作成する場合もある旨説明し、原告の承諾を得た上で、本件医院の業務

に支障を及ぼさないよう配慮しつつ、原告から提出された物件について、通則法７４条

の７に基づき留め置いており、その際、通則法施行令３０条の３第１項で定められた事

項を記載した預り証を原告に交付した。 

したがって、９月物件留め置きには、重大な違法は認められない。 

（エ）１０月物件留め置きについて 

原告は、１０月物件留め置きは原告の承諾を得ずにされたものであり違法である旨主

張するが、次のとおり、１０月物件留め置きは原告の税務代理権限を有する丁税理士の

承諾を得て行われたものである。 

税理士は、納税者の納税義務に関して、税務当局との間で事実認定、法解釈等につい

て折衝することも重要な業務であり、税理士法上の税務代理は、従来から、法律行為の

代理にとどまらず、事実行為の代行も含むと解されている（税理士法２条１項１号）。

同法２条は、税理士の行う業務を限定的に列挙しているが、これは税理士の資格がない

者が税理士業務を行うことを禁じている（同法５２条）ために、その業務の範囲を明確

にしているのであって、税理士が受任する事務を限定したり、税理士の責任を負うべき

事務の範囲を限定したりする趣旨のものとは解されていない。また、同法３１条は、税

理士が税務代理をする場合において、①不服申立ての取下げ又は②代理人の選任をする

ときに限り特別の委任を受けなければならない旨規定しており、提出物件の留め置きに

ついて、特別の委任を要する旨の規定はない。さらに、同法３０条及び同法施行規則１

５条は、税理士が税理士法２条１項１号に規定する税務代理をする場合は、税務代理権

限証書（同法施行規則別紙第８号〔平成３１年財務省令第１５号による改正前のも

の〕）を提出しなければならない旨規定するところ、同様式は、税理士法２条１項１号

に規定する税務代理の対象から除かれる事項がある場合には、「２ その他の事項」欄
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にその事項を記載し、当該税務代理の範囲を特に限定する場合にはその旨を記載するこ

ととされている。以上のことからすれば、同号にいう税務代理とは、税務官公署の調査

について、極めて広範な法律行為又は事実行為について、納税義務者を代理又は代行す

る行為をいうものと解すべきであるから、質問検査権の行使の一環として通則法７４条

の７において予定されている提出物件の留め置きについても、当然に税理士法２条１項

１号の税務代理に含まれる。 

本件税務代理権限証書には、原告の署名押印があることから、原告は、本件税務代理

権限証書の提出により、奈良税務署長に対し、原告の本件各年分の所得税又は所得税等

について、丁税理士に税理士法２条１項１号の税務代理に係る権限を与えたことを表示

したものと認められる。そして、本件税務代理権限証書の「２ その他の事項」欄は空

欄であることからすれば、提出物件の留め置きに係る事実行為について税務代理の対象

から除外する意図を有していたとは認められない。原告自身も、１０月物件留め置きに

先立ち、丁税理士から、国税局が平成２４年分・平成２５年分の総勘定元帳等の関係書

類を見たいと言っている旨の連絡を受け、丁税理士に当該関係書類を預けたことからす

れば、原告が丁税理士に対して提出物件の留め置きに係る事実行為を含む税務代理権限

を付与していたことは明らかである。 

本件調査担当職員は、平成２９年１０月４日、丁税理士の事務所において、通則法７

４条の７の規定に基づく提出物件の留め置きを行ったところ、原告から税務代理権限を

付与された丁税理士は、Ｅに対し、電話で事前に物件の留め置きについて了承した。ま

た、１０月物件留め置きに当たり、本件調査担当職員は、丁税理士からの指示を受けて

同人に代わり物件を提出した戊事務員に対し、通則法施行令３０条の３第１項で定めら

れた事項を記載した１０月交付用預り証を交付した上で、物件を留め置いた。戊事務員

は、丁税理士が行うべき物件の提出を代行したものであるから、戊事務員の行為は、原

告から税務代理権限を付与された丁税理士によってされた適法なものであるといえる。 

したがって、１０月物件留め置きの手続には、重大な違法は認められない。 

（オ）本件各調査報告書等の記載について 

原告は、Ｆが本件車両に乗り込んだ際、Ｄがその場にいた事実はなく、Ｆが本件車両

に乗り込むことについて、原告が同意した事実もないことから、本件各調査報告書（甲

３の１、４、５）や、本件調査経過記録書（乙３）の内容はいずれも虚偽である旨主張

する。 

しかし、これらの報告書に記載された内容はいずれも事実である。 

したがって、本件各調査報告書等の作成には、重大な違法は認められない。 

（カ）本件調査担当職員の原告に対する説明について 

原告は、本件調査担当職員が複数回にわたり本件調査の適法性について説明を求めた

にもかかわらず、本件調査担当職員が十分な説明をしなかったことが違法である旨主張

する。 

しかし、本件調査担当職員が原告からの質問に回答すべき法的根拠はない。また、本

件調査担当職員は、本件調査が違法であると主張する原告及びＣ税理士に対し、原告の

事実誤認を指摘したり、法的根拠を示したりするなど、真しに回答している。 

そうすると、本件調査担当職員が原告からの質問に十分に回答しなかったとの原告の



13 

指摘は当たらない。 

したがって、本件調査担当職員の原告に対する説明には、重大な違法は認められない。 

（２）原告の主張 

ア 判断枠組み 

税務調査の手続に重大な違法がある場合には、当該税務調査を基礎として行われた処分

は、取消しを免れない。 

イ 本件調査手続 

次のとおり、本件調査手続には重大な違法があるから、本件各処分は、取り消されるべ

きものである。 

（ア）Ｆの本件車両への乗り込みについて 

原告が、Ｄ・Ｅ・Ｆが本件マンションに臨場していることを知らず、駐車場から本件

車両を運転して外出しようとしたところ、Ｆは、突然、本件車両の前に立ちはだかり、

何の説明もしないまま、本件車両の助手席に許可なく乗り込んだ上、進行方向を指示し、

原告に対して本件駐車場に戻るように申し向けた。Ｆが本件車両に乗り込んだ際、Ｄは、

その場にいなかった。 

税務調査は事前通知を行うのが原則であり、仮に事前通知をすることなく調査を開始

する場合でも、調査の対象となる納税義務者に対し、臨場後速やかに、調査を行う旨や、

調査の目的、調査の対象となる税目、調査の対象となる期間、調査の対象となる帳簿書

類その他の物件等の事項を通知することとされている。また、税務調査を実施する場合

には、身分証明書及び質問検査証を必ず携帯し、質問検査等の相手方となる者に提示し

て調査のために往訪した旨を明らかにした上で、調査に対する理解と協力を得て質問検

査等を行うこととされている。 

しかし、Ｆは、本件車両に乗り込んだ際、身分証の提示、往訪した目的その他通知す

べきこととされる事項について一切通知せず、名乗りもしなかった。また、車両内は自

宅にも準じるプライベートな空間であり、所有者の許可なく乗り込むことは許されない。 

したがって、Ｆの本件車両への乗り込みには、重大な違法が認められる。 

（イ）Ｆが本件トイレに同行したこと等について 

Ｆは、原告が本件トイレに立った際に付きまとい、原告が入った本件トイレの個室の

ドアに耳を当てて電話の内容を盗み聞きし、原告に対し、「口裏合わせをしただろ

う。」などとどう喝し、任意の税務調査であるにもかかわらず、犯罪捜査のような態様

で調査を行った。 

したがって、Ｆが本件トイレに同行したこと等には、重大な違法が認められる。 

（ウ）９月物件留め置きについて 

ａ 通則法７４条の２によれば、国税局の職員等は、調査について必要があるときは、

帳簿書類等の提出を求めることができることとされているが、国税庁長官「調査手

続の実施に当たっての基本的な考え方等について（事務運営指針）」（以下「事務

運営指針」という。）によれば、提出を受けた帳簿書類等の留め置きは、やむを得

ず留め置く必要がある場合や、質問検査等の相手方となる者の負担軽減の観点から

留め置きが合理的と認められる場合に、留め置く必要性を説明し、帳簿書類等を提

出した者の理解と協力の下、その承諾を得て実施することとされている（事務運営
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指針２章３）。また、預り証は、国税通則法施行規則１条１項に基づき送達が必要

な書類であり、その上部には「整理欄」があり、送達した場所、送達した時間及び

受取人と名宛人との関係を記載することになっている。 

ｂ しかし、本件調査担当職員は、原告に対し、物件の提出及び留め置きの必要性に

ついて説明しなかった。また、原告が９月控用預り証への署名押印を求められた際、

９月控用預り証の「物件の名称又は種類」欄は空欄のままであった。さらに、９月

控用預り証の「整理欄」には、「次の通り『預り証（交付用）』を送達した。」と

して、「送達した場所」欄に本件医院の所在地の記載が、「受取人と名宛人との関

係」欄に「本人」との記載が、「送達した時間」欄に「１３時」との記載がそれぞ

れされているが、原告は９月交付用預り証を受け取っていない。９月交付用預り証

は、後日、本件調査担当職員から丁税理士に渡されたものであり、９月控用預り証

の「整理欄」の記載は虚偽である。したがって、９月物件留め置きの手続には、重

大な違法が認められる。 

（エ）１０月物件留め置きについて 

   原告は、１０月物件留め置きについて、物件の留め置きは承諾していなかった。 

原告は、丁税理士から、国税局が平成２４年分・平成２５年分の帳簿書類も見たいと

言っている旨の連絡を受け、丁税理士と国税局との話合いに必要であるなどと説得され、

話合いの資料として提示する程度であればやむを得ないと考え、平成２９年１０月２日

に平成２４年分・平成２５年分の帳簿類を丁税理士の事務所に提出した。 

税務調査における物件の提出は、税理士法２条１項１号の税務代理に該当せず、物件

の提出をするには本人からの別途の委任が必要である。原告は、丁税理士に対し、本件

調査担当職員に物件を提示することは承諾したものの、物件の留め置きは承諾していな

かった。 

本件調査担当職員は、物件の留め置きについて別途の委任があるか否かを丁税理士に

確認しないまま、戊事務員に物件の留め置きについて説明したのみで、物件を留め置い

た。また、権限のない戊事務員から預り証を受領したことは、国税通則法施行規則１条

１項に反するものである。 

したがって、１０月物件留め置きの手続には、通則法等に違反する重大な違法が認め

られる。 

（オ）本件各調査報告書等の記載について 

本件各調査報告書（甲３の１、４、５）及び本件調査経過記録書（乙３）には、平成

２９年９月１９日の調査に関し、本件マンションから本件車両を運転して出てきた原告

に対し、Ｄが原告本人である旨確認し、税務調査である旨説明し、Ｆを本件車両に乗せ

ることの許可を得た旨の記載がされているが、これは全くの虚偽である。Ｄ・Ｅ・Ｆは、

口裏合わせをして虚偽の報告書を作成しており、この行為は刑法１５６条の虚偽公文書

作成罪等に当たるものである。 

したがって、本件調査手続には、重大な違法が認められる。 

（カ）本件調査担当職員の原告に対する説明について 

原告は、本件調査担当職員に対し、複数回にわたり本件調査に係る違法行為について

説明を求めた。しかし、本件調査担当職員は、原告に対し、十分な説明をしなかった。 
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したがって、本件調査担当職員の原告に対する説明には、重大な違法が認められる。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

前記前提事実並びに後掲各証拠及び弁論の全趣旨により認められる事実は、次のとおりであ

る。 

（１）本件調査１－平成２９年９月１９日の税務調査 

ア 本件調査に至る経緯 

本件調査担当職員は、本件調査に先立ち、原告が、株式会社Ｈ（丙が代表取締役を務め

る会社）やＭ（丙の妻）の名義の預金口座を利用して、実際には株式会社ＨやＭに対して

支払った事実がない費用を事業所得の必要経費として計上している疑いがある旨把握して

いた。 

また、本件調査担当職員は、原告が納税地を頻繁に変更し、居住の実態がない場所を住

所として登録している事実も把握しており、原告が税務調査を免れる目的で納税地を頻繁

に変更している疑いがあると考えていた。 

さらに、本件調査担当職員は、原告が国税調査に非協力的であるとの情報を得ていた。 

そこで、本件調査担当職員は、仮に原告に対して本件調査に係る事前通知を行えば、帳

簿書類等の破棄、隠ぺい又は改ざんのおそれがあると判断し、原告に対し、事前に通知す

ることなく、本件調査に着手した。 

Ｄ・Ｅ・Ｆは、平成２９年９月１９日、原告と接触することを主たる目的として、本件

マンションに臨場した。Ｄ・Ｅ・Ｆは、同日以前に、原告の顔写真や本件車両の車種・

色・ナンバーを把握していた。（以上につき、乙３、１５、２０、５４、５５、証人Ｆ

〔３、４頁〕、証人Ｄ〔４、１０、２０、２１頁〕） 

イ 本件マンションの形状等 

本件マンションは、地下に駐車場（本件駐車場）、１階東側に玄関（オートロック式の

自動ドアで、インターフォン機器が設置されている。）、１階南側に駐車場出口が設けら

れており、玄関から本件マンションの南東の角までの距離は約２０ｍ、同南東の角から駐

車場出口までの距離は約１５ｍである。（甲１２の１・２、１３、証人Ｆ〔２頁〕、証人

Ｄ〔２頁〕、証人乙〔２頁〕、原告本人〔３頁〕） 

本件駐車場の出口は一方通行となっており、その出口の先には感知式のチェーンが設け

られている。上記チェーンは、本件駐車場から出てきた車両の接近を自動的に感知して下

がる仕組みになっている。（甲１３、１４、１６、乙５４、証人Ｆ〔８頁〕、原告本人

〔３頁〕） 

ウ Ｆの本件車両への乗り込み 

Ｅは、平成２９年９月１９日午前９時３５分頃、本件マンションの玄関にあるインター

フォンを用いて乙を呼び出した。その後、Ｄは、原告が本件マンションから徒歩又は本件

車両で外に出るかもしれないと考え、本件マンションの玄関及び本件駐車場出口を見通す

ことができる本件マンションの南東の角に移動した。Ｆは、その頃、本件駐車場出口の付

近で待機していた。 

Ｆは、平成２９年９月１９日午前１０時２５分頃、原告が本件車両を運転して本件駐車

場出口から外に出ようとしているのを発見した。そこで、Ｆは、本件車両の前に立ちはだ
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かって本件車両を停止させ、Ｄの応援を求めた。その後、Ｄは、本件車両に近づき、原告

に税務調査である旨説明をした上で、調査への協力を依頼し、本件車両にＦを同乗させて

本件車両を本件駐車場に戻すことについて原告の同意を得た。そこで、Ｆは、本件車両の

助手席に乗り込んだ。原告は、Ｆの指示に従い、公道を経由して、数分後に本件車両を本

件駐車場に戻した。その後、原告は、Ｆと共に、本件マンションの１階に移動した。そし

て、原告は、本件応接セットにおいて、Ｄ・Ｅ・Ｆから、本件質問検査を受けた。乙は、

最初は本件質問検査に同席していたが、緊張して疲れたことや質問の対象者が原告である

ことから、途中で自宅に戻った。（以上につき、前記前提事実、甲５、１４～１６、乙３、

４、５４、５５、証人Ｆ〔８頁〕、証人Ｄ〔７、９、１１～１４、１７頁〕、証人乙〔８

頁〕、原告本人〔３頁〕） 

エ Ｆが本件トイレに同行したこと等 

（ア）原告は、本件質問検査の途中で、本件トイレに行ったが、その際、Ｆが本件トイレに

同行した。Ｆが本件トイレに同行することについては、Ｄ又はＥが事前に原告の同意を

得ていた。本件トイレには、入口から向かって右側に個室があった。本件トイレは、本

件マンションの共用スペース内に設置されているものである。（前記前提事実（３）、

乙５４、５５、証人Ｆ〔１３～１５頁〕、証人Ｄ〔１８頁〕） 

（イ）原告は、本件トイレの個室内で携帯電話を使って丙に電話をかけ、本件質問検査に関

する会話をした。原告が本件トイレ内に入っている間、Ｆは、本件トイレの入口付近に

いた。Ｆは、本件トイレの個室内で原告が何者かと電話で会話をしているのを聞いた。

（甲１４、１６、乙５４、証人Ｆ〔１５～１７頁〕、原告本人〔１０、１１頁〕） 

（ウ）原告及びＦが本件トイレから本件応接セットに戻ってきた際、原告が本件トイレ内で

電話をしていたことをＦがとがめたことをきっかけに、Ｆと原告との間で口論になった。

そこで、Ｄは、原告に対し、「すみません。」などと謝罪的な言葉を発してその場を収

めた。原告は、当時、Ｆが本件車両に乗り込んできたことやＦに本件トイレ内での電話

をとがめられたことについて不満を抱いたものの、Ｆの若気の至りとも思っており、そ

れを殊更に問題視するつもりはなく、税務調査に応じようと考えており、その気持ちは

平成２９年９月２２日頃においても同様であった（このような原告の気持ちに変化が生

じたのは、同年１０月４日頃以降のことである。）。（甲１４、１６、乙５４、５５、

証人Ｆ〔１７、１８頁〕、証人Ｄ〔１８、１９頁〕、原告本人〔４５、４９頁〕） 

オ 本件質問検査後の状況 

Ｄ・Ｅ・Ｆは、本件応接セットでの本件質問検査を終え、平成２９年９月１９日午後２

時頃、原告と共に本件医院に向けて移動し、その後、本件医院付近で待機していた別の本

件調査担当職員と合流して、本件医院又はその付近において、原告が本件医院内において

保管していた帳簿書類を確認するなどした。（前記前提事実（３）エ） 

（２）本件調査２－平成２９年９月１９日より後の税務調査 

ア ９月物件留め置き 

（ア）原告は、本件質問検査の後である平成２９年９月２０日頃、丁税理士に対し、本件調

査への対応を依頼した。（前記前提事実（４）ア） 

（イ）原告は、平成２９年９月２２日、本件医院において、丁税理士立会いの下に、Ｅを含

む本件調査担当職員から、税務調査を受けた。本件調査担当職員は、同日、丁税理士か
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ら、本件税務代理権限証書の提出を受けた。 

また、本件調査担当職員は、原告から、平成２６年分～平成２８年分の事業所得に係

る総勘定元帳等の関係資料の提出を受け、これらの物件を留め置いた（９月物件留め置

き）。原告は、９月物件留め置きについては、同意していた。 

その際、本件調査担当職員は、複写式になっている預り証の所定の欄に留め置く物件

の名称や数量等を記載した後、その記載内容と実際に留め置く物件とが一致しているこ

とについて丁税理士の確認を受け、更に原告の確認も受けようとしたところ、丁税理士

が「私が確認したから。」などと言ったことから、原告に対しては、留め置く物件を指

し、これらの物件を預かる旨の説明のみを行った。その後、原告又は丁税理士は、本件

調査担当職員から、所定の欄に記載のある預り証（９月交付用預り証）を受領し、原告

は、これと複写式になっている控え（９月控用預り証）の氏名欄に署名押印してこれを

本件調査担当職員に交付した。本件調査担当職員は、提示された物件の中に原告が当時

使用していた金銭出納帳があったことから、原告に対し、金銭出納帳の写しを取りたい

旨説明したところ、原告はこれを承諾し、本件調査担当職員を本件医院に設置されたコ

ピー機まで案内した。本件調査担当職員は、上記コピー機を使って、金銭出納帳の写し

を取った。（以上につき、前記前提事実（４）イ、甲３の２、１４、１６、乙３、５０、

５１、原告本人〔１５～１７頁〕、弁論の全趣旨） 

イ １０月物件留め置き 

（ア）原告は、平成２９年１０月２日、丁税理士から、国税局が本件調査の対象に平成２４

年分・平成２５年分の申告所得税を追加したので、同各年分の帳簿書類も見たいと言っ

ている旨の連絡を受け、帳簿書類を提示することについて同意し、丁税理士の事務所に

帳簿書類を提出した。（前記前提事実（４）ウ、エ、甲１４、１６、乙３、６の１、原

告本人〔３７頁〕） 

（イ）丁税理士は、平成２９年１０月３日、Ｅに対し、電話で、「平成２４年分・平成２５

年分の帳簿書類を提示する準備ができたので、同月４日午前１０時に丁税理士の事務所

に来てほしい。」旨伝えた。Ｅが、丁税理士に対し、「準備してもらった帳簿書類につ

いては留め置きが必要になる。」旨伝えたところ、丁税理士は、「同日は不在であるが、

帳簿書類の提示及び提出については、事務員に指示しておく。」旨答えた。（前記前提

事実（４）エ、甲３の２、乙３） 

（ウ）本件調査担当職員は、平成２９年１０月４日午前１０時頃、丁税理士の事務所を訪れ、

戊事務員から、原告の平成２４年分・平成２５年分の事業所得に係る帳簿書類の提出を

受け、これらの物件を留め置いた（１０月物件留め置き）。本件調査担当職員は、１０

月物件留め置きに先立ち、１０月物件留め置きについて、原告の承諾は得ていなかった。

原告は、事後的に１０月物件留め置きの事実を知り、本件調査担当職員と丁税理士に対

し、強い不信感を抱いた。（前記前提事実（４）エ、甲１４、１６、乙３、５１、原告

本人〔１８、３７、３８、４６、４７頁〕） 

ウ 本件調査担当職員の原告に対する説明 

（ア）原告と本件調査担当職員との面談等 

ａ 平成２９年１２月１日 

原告は、平成２９年１２月１日、Ｃ税理士、乙及び助手のＫの同席の下、大阪国
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税局において、Ｅを含む本件調査担当職員３名と約２時間にわたり面談を行った。

その際、原告は、本件調査担当職員に対し、本件マンションにおける質問検査の開

始前にＦが原告の運転する本件車両に乗り込んだことや、９月物件留め置き及び１

０月物件留め置き等について、その手続に違法があるなどと指摘した。また、Ｃ税

理士は、同日付けで、大阪国税局長に対し、「申入書」と題する書面を提出し、本

件調査は違法であり、直ちに中止すべきである旨申し入れた。（前記前提事実

（４）カ） 

b 平成２９年１２月２０日 

原告は、平成２９年１２月２０日、Ｃ税理士、乙及び助手のＫの同席の下、大阪

国税局において、Ｅ及びＧを含む本件調査担当職員３名と約３時間半にわたり面談

を行った。 

その際、９月物件留め置きに関し、原告が、「物件の名称又は種類」欄に何も記

入されていない預り証に署名押印した旨主張し、Ｃ税理士が、本件調査担当職員に

９月控用預り証の写しを交付するよう要求し、９月控用預り証を手に取ったところ、

Ｇは、「なんでやねん、返せや。」、「とるなや。」などと発言し、原告は、「ち

ょっと待ってください。」、「ちょっと落ち着いてください。」、「とってません、

とってません、返す返す。」などと発言した。（以上につき、前記前提事実（４）

キ） 

（イ）原告の本件調査担当職員に対する質問状の提出等 

原告は、平成３０年１月１７日付け、同月１８日付け及び１９日付けで、本件調査担

当職員に対し、９月物件留め置き及び１０月物件留め置き等に関する質問を提出し、書

面で回答するよう求めた。Ｅは、同年２月２３日、原告に対し、原告の質問に書面で回

答することはない旨口頭で回答するとともに、原告からの質問のうち、９月控用預り証

及び１０月控用預り証に誰が署名押印しているかとの質問に対し、９月控用預り証につ

いては原告の署名押印が、１０月控用預り証については丁税理士の署名がある旨回答し

た。また、Ｅは、同年４月２０日、本件医院において原告と面談し、原告に対し、１０

月物件留め置きについて、丁税理士から物件の提出を受け、預り証に署名してもらって

いることから、調査手続に違法はない旨口頭で説明した。（前記前提事実（４）ケ） 

エ 本件各調査報告書等の作成 

（ア）本件各調査報告書の作成 

南税務署個人課税第●部門の財務事務官であるＬは、平成３０年１２月４日付け及び

同月６日付けで、南税務署個人課税第●部門統括官に対し、平成２９年９月１９日の本

件マンションでの調査に関し、ＬがＤから聴取した内容やＤがＦ・Ｅから聴取した内容

をまとめた３通の調査報告書（本件各調査報告書）を作成した。本件各調査報告書には、

Ｄが、本件車両を運転して駐車場から出てきた原告に対し、原告本人である旨を確認し、

身分証を提示の上、原告に対し税務調査を行う旨説明し、Ｆを本件車両に乗せることに

ついて許可を得た後、Ｆが本件車両の助手席に同乗した旨の記載がある。（前記前提事

実（８）ア） 

（イ）本件調査経過記録書の作成 

本件調査の経過について本件調査担当職員が記録した調査経過記録書（本件調査経過
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記録書）には、本件調査担当職員が、本件車両を運転していた原告に対し、税務調査で

ある旨を告げ、協力を要請したところ了承を得た旨の記載がある。（前記前提事実

（８）イ） 

２ 事実認定の補足説明 

（１）上記認定事実（１）ウ（Ｆの本件車両への乗り込み）について 

上記認定事実（１）ウ（Ｆの本件車両への乗り込み）のうち、Ｆが本件車両の助手席に乗

り込んだ際に乗車することについて原告の同意を得たか否かや、Ｄがその場にいたか否かに

ついては、原告本人の供述・陳述内容とＦ・Ｄの証言・陳述内容が対立しているので、以下

検討する。 

ア 原告本人の供述・陳述部分の概要 

（ア）原告は、本件車両を運転し、本件駐車場出口から外に出ようとしてチェーンが下がる

のを待っていたところ、見知らぬ男性がチェーンを飛び越えて本件マンション敷地内に

入り、原告に対し「下がってください。」などと言った。原告が「下がられへんやん、

危ないやん。」などと答えると、その男性は、勝手に助手席のドアを開けて車に乗り込

み、「じゃあ、駐車場に戻ってください。」などと言った。その男性が本件車両に乗り

込んだ際、Ｄはその場にいなかった。（甲１４、１６、原告本人〔３～８、２８頁〕） 

（イ）原告は、見知らぬ男性がいきなり乗車してきたことについて、恐怖心よりも、その男

性に何かあったのかもしれない、災害か何かがあって助けを求めているのかもしれない

などと想像し、また、本件駐車場は出入りが激しいため、停車させていると後ろから来

る人に迷惑がかかるかもしれないなどと考え、その男性を同乗させたまま本件車両を発

進させた。（甲１４、１６、原告本人〔４、２８～３１、４１頁〕） 

（ウ）見知らぬ男性は、本件車両が動き出してから２０～３０秒くらい経ったところで、原

告に対し、自分は国税局の職員である旨伝えた。原告は、その男性に何度も車から降り

るように言ったが、その男性から「取りあえず駐車場に行ってください。」などと言わ

れ、交通量が多い道路を走行しており停車させるのが難しかったため、仕方なく本件車

両を運転して本件駐車場に戻った。（甲１４、１６、原告本人〔６、７、２９～３１、

４２頁〕） 

イ Ｆ・Ｄの証言・陳述部分の概要 

（ア）Ｆの証言・陳述部分 

ａ Ｆは、本件駐車場出口付近で待機していたところ、本件駐車場出口から出てくる

本件車両に気付いた。本件車両は、本件駐車場出口のチェーンの前で一旦停止し、

チェーンが下がるのを待って発進した。Ｆは、本件車両の正面に立ちはだかり、本

件車両を運転していた原告に対し、停車を求める旨の身振りをした。本件車両は停

止したが、Ｆが本件車両の正面から動くと逃亡されるかもしれず、１人では対応で

きないと判断し、大きく手を振ってＤを呼んだ。Ｄは走ってきて本件車両に近づき、

運転席に座っていた原告と話をしていた。その際、Ｄは、身分証や質問検査証を提

示していたと思う。また、Ｄは、原告と話をしている途中で、Ｆの方を指差すなど

していたので、自分のことについても話していると感じた。Ｆは、Ｄと原告との会

話について、周囲の騒音等もあって、全ては聞き取れなかった。Ｆは、Ｄと原告が

会話をしている間、本件車両の正面に立っていた。（乙５４、証人Ｆ〔７～１１、
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３５、３７頁〕） 

ｂ その後、Ｆは、Ｄから、税務調査について原告の協力が得られたので、本件車両

に同乗して本件車両を本件駐車場入口に回すよう指示されたので、本件車両の助手

席に乗り込んだ。Ｆは、本件車両に乗り込む際、原告に対し、身分証を提示して名

乗ったが、自らの所属官署を「熊本国税局」と言い間違えた。（乙５４、証人Ｆ

〔１１、１３、３３、３４、３８頁〕） 

ｃ Ｆは、本件車両に乗り込んだ後、原告から本件車両に同乗したことについて抗議

や苦情を言われたことはなかった。Ｆは、車両では、原告に対し「突然すみませ

ん。」などと話した記憶があるが、会話の内容はよく覚えていない。Ｆには土地勘

がなかったので、本件駐車場に戻る道のりを原告に指示したことはない。（乙５４、

証人Ｆ〔１１～１３、３７、３８頁〕） 

ｄ Ｆは、原告の運転で本件駐車場に戻った後、原告と一緒にエレベーターを使って

本件駐車場（地下）から１階に上がった。（乙５４、証人Ｆ〔１３頁〕） 

（イ）Ｄの証言・陳述部分 

ａ Ｄは、本件マンションの南東角で待機していたところ、Ｆが自分を呼ぶ大きな声

が聞こえ、Ｆの方を見ると、Ｆが本件車両の前に立ちはだかっていた。（乙５５、

証人Ｄ〔７～１０頁〕） 

ｂ Ｄは、本件車両に駆け寄り、運転席にいた原告に対し、「甲さんですか。」など

と尋ね、身分証を提示して名前と所属を伝えた上で、税務調査への協力を依頼した。

原告は、「ジムに行く予定がある。」などと言っていたが、再度税務調査への協力

を依頼し、Ｆを本件車両に同乗させて本件駐車場に戻るよう頼んだところ、原告は、

これを拒絶することなく了承した。（乙５５、証人Ｄ〔１１～１３、３７、３８

頁〕） 

ｃ ＤがＦに対して原告の協力が得られたことを伝えたところ、Ｆは、本件車両の助

手席に乗車した。その際、Ｆは、「Ｆです。」などと名乗り、身分証を提示したと

思う。原告は、Ｆが本件車両に乗車することに異議があるような様子もなく、当日、

原告から苦情や抗議は特になかった。（乙５５、証人Ｄ〔１２～１４、１９、３８、

４６頁〕） 

ウ 検討 

そこで検討すると、①Ｆ・Ｄの証言・陳述部分は、本件マンションの形状等（上記認定

事実（１）イ）や、本件調査の対象者は乙ではなく原告であり、Ｄ・Ｅ・Ｆは原告と接触

することを主たる目的として本件マンションに臨場していたこと（上記認定事実（１）

ア）と整合的であるといえる。②また、仮に、原告本人の供述・陳述部分を前提にすると、

原告は、いきなり見知らぬ男性が本件車両の助手席に乗り込んできたにもかかわらず、大

声で周囲に助けを求めたりするなどすることなく、見知らぬ男性を乗せたまま本件車両を

発進させて、再び本件マンションの駐車場に戻ったことになるが、このような行動は不自

然であるということができる。③さらに、原告は、平成２９年９月１９日の段階で、Ｆが

本件車両に乗り込んできたことについてはＦの若気の至りと思っており、それを殊更に問

題視するつもりはなく、税務調査に応じようと考えており、その気持ちは同月２２日頃に

おいても同様であったというのである（上記認定事実（１）エ（ウ））。 
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これらの事情を考慮すると、Ｆ・Ｄの証言・陳述部分は、上記認定事実（１）ウに沿う

限度で採用することができ、原告本人の供述・陳述部分（及び乙の証言・陳述部分）は上

記認定事実（１）ウに反する限度で採用することができない。 

（２）上記認定事実（１）エ（Ｆが本件トイレに同行したこと等）について 

上記認定事実（１）エ（Ｆが本件トイレに同行したこと等）のうち、Ｆが本件トイレに同

行した際にＦが待っていた位置等については、原告本人の供述・陳述内容とＦの証言・陳述

内容が対立しているので、以下検討する。 

ア 原告本人の供述・陳述部分の概要 

（ア）原告は、本件質問検査の途中で、２回本件トイレに行った。１回目に本件トイレに行

ったときはＥが無言で付いて来て、仕方がないから黙って我慢していた。２回目も同様

にＦが付いて来たが、早く本件トイレに行きたかったので、特に抗議はしなかった。

（甲１４、１６、原告本人〔１０、３２頁〕） 

（イ）原告は、本件トイレの個室に入り、用を足してから、個室内で丙に電話をかけて会話

をした。本件トイレはドアが閉まっていたので、そのときにＦがどこに立っていたかは

全く分からない。（甲１４、１６、原告本人〔１１、３２頁〕） 

イ Ｆの証言・陳述部分の概要 

（ア）Ｆは、Ｄ又はＥの指示により、原告が本件トイレに行く際に付いて行った。Ｆは、本

件トイレに同行することについては原告の許可を得ており、原告からそのことについて

文句を言われたことはなかった。（乙５４、証人Ｆ〔１３、１４頁〕） 

（イ）Ｆは、原告が本件トイレに入っている間、本件トイレの入口付近で待っており、本件

トイレの中には入っていない。Ｆは、原告の声が聞こえ、原告が本件トイレの中で電話

をしているのが分かった。Ｆは、会話の内容が全て聞き取れたわけではないが、原告の

「税務署がそちらに行くから、しらを切っとけ。」という強い口調が聞こえ、電話の相

手は丙であると思った。（乙５４、証人Ｆ〔１５、１６頁〕） 

ウ 検討 

そこで検討すると、①原告が本件トイレの個室にいる間にＦのいた位置について、原告

本人の供述・陳述部分は、分からないとするものであるのに対し、Ｆの証言・陳述部分は、

本件トイレの形状等（上記認定事実（１）エ（ア））と整合しているということがいえる。

②また、原告は、平成２９年９月１９日の段階で、本件トイレから戻った後のＦの発言に

ついてはＤの謝罪的な発言もあったこともあり、それを殊更に問題視するつもりはなく、

税務調査に応じようと考えており、その気持ちは同月２２日頃においても同様であったと

いうのである（上記認定事実（１）エ（ウ））。 

これらの事情を考慮すると、Ｆの証言・陳述部分は、上記認定事実（１）エに沿う限度

で採用することができ、原告本人の供述・陳述部分は上記認定事実（１）エに反する限度

で採用することができない。 

（３）上記認定事実（２）ア（９月物件留め置き）について 

上記認定事実（２）ア（９月物件留め置き）のうち、原告が平成２９年９月２２日に本件

調査担当職員から９月交付用預り証を受領したか否かや、原告が９月控用預り証に署名押印

した時点において「物件の名称又は種類」欄が記載されていたか否かについては争いがある

ので、以下検討する。 
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ア 検討 

この点に関し、①９月物件留め置きに関与した本件調査担当職員は、原告から提出され

た帳簿書類等を留め置くに当たり、交付用と控用が複写式になっている預り証の「物件の

名称又は種類」欄等に留め置く物件の内容等を記載した後、その記載内容と実際に留め置

く物件とが一致していることについて丁税理士の確認を受け、原告に物件を留め置く旨説

明した上で、控用の預り証に署名押印するよう求め、９月交付用預り証は原告に交付した

旨述べているところ（甲３の２、乙５０）、その供述内容は、一般的な税務調査の方法や

手順に照らして、不自然なものとはいえない。②また、前記前提事実（４）のとおり、原

告は、「『預り証（交付用）』を、確かに受領しました。」と印字されている９月控用預

り証に自ら署名押印した上で、本件調査担当職員が金銭出納帳の写しを作成することに承

諾し、本件調査担当職員をコピー機まで案内するなど、本件調査に協力しており（原告が

当時このような意向であったことは原告も自認するところである〔上記認定事実（１）エ

（ウ）〕。）、９月物件留め置きについて手続の瑕疵を指摘したり異議を述べたりした状

況はうかがわれない。③さらに、９月物件留め置きの現場には丁税理士が同席しており、

そのような状況において、本件調査担当職員があえて「物件の名称又は種類」欄が空白の

９月控用預り証に署名押印させるといった瑕疵のある手続を行うことも考え難い。これら

の事情に照らせば、９月物件留め置きは、本件調査担当職員が供述する方法・手順で行わ

れたものと認められる。 

イ 原告本人の供述・陳述部分について 

これに対し、原告は、①平成２９年９月２２日に本件調査担当職員から９月交付用預り

証を受領しておらず（９月交付用預り証が丁税理士からＣ税理士に引き継がれていること

からすれば、９月交付用預り証は原告に交付されておらず、丁税理士に交付されたものと

考えられる。）、②原告が９月控用預り証に署名押印した時点において「物件の名称又は

種類」欄をはじめ、所定の事項が何も記載されていなかった旨供述・陳述する。 

しかし、上記①については、丁税理士が同日当時原告の税務代理権限を有していたこと

（上記認定事実（２）ア（ア））、９月控用預り証に記載された物件と実際に留置された

物件の同一性の確認は丁税理士が行っていること（乙５０）に照らせば、仮に、丁税理士

が本件調査担当職員から直接９月交付用預り証を受領したとしても、９月交付用預り証は

原告に交付されたと評価されることになる（この点は、事後的に丁税理士の税務代理権限

が消滅したことによって左右されない。）。 

また、上記②については、丁税理士が同席し、９月控用預り証に記載された物件と実際

に留置された物件の同一性の確認を行っている状況において（乙５０、原告本人〔１６、

１７頁〕）、本件調査担当職員があえて原告に対し「物件の名称又は種類」欄が空白の９

月控用預り証に署名押印させるという瑕疵のある手続を行う必要性に乏しい上に、原告が

「『預り証（交付用）』を、確かに受領しました。」と印字されている９月控用預り証に

自ら署名押印しており、その際に手続の瑕疵を指摘したり異議を述べたりした状況はうか

がわれないこと（上記認定事実（２）ア（イ））に照らせば、原告本人の上記供述・陳述

部分は採用することができない。 

３ 争点（本件調査手続の適法性）について 

  （１）判断枠組み 
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質問検査を始めとする税務調査は、課税庁が課税標準及び税額等を認定するに当たり、そ

の資料を収集するための手続であるにとどまり、それ自体が客観的な課税要件ではないから、

調査手続が違法であるからといって、そのことのみで直ちに課税処分が違法になるとはいえ

ないが、調査手続の違法性の程度が刑罰法令に触れたり、公序良俗に反する程度に至ったり

するなど重大である場合において、当該調査手続によって収集された資料を課税処分の資料

として用いることが許されない結果、当該処分を維持することができないときは、処分が違

法なものとして取り消され得るものと解される。 

そして、所得税又は所得税等の税務調査に関し、実定法上特段の定めのない実施の具体的

な方法等の細目については、調査の必要性があり、かつ、その必要性と相手方の権利・利益

との衡量において社会通念上相当な限度にとどまる限り、違法とは認められないと解される。 

これを前提に、以下、本件調査手続の適法性について検討する。 

  （２）Ｆの本件車両への乗り込みについて 

    ア 検討 

Ｆが本件車両の助手席に乗っていたのは原告が本件車両を本件駐車場に戻すまでの数分

程度にとどまること（上記認定事実（１）ウ）に加え、原告には、架空の費用を必要経費

として計上したり、税務調査を免れる目的で納税地を頻繁に変更したりしている疑いがあ

ったこと（上記認定事実（１）ア）等の事情も踏まえると、Ｆが原告の同意を得た上で本

件車両に乗り込んだ行為は、本件車両の所有者である乙の明示的な許可を得ていないこと

を考慮しても（もっとも、本件車両の原告の使用状況等については、前記前提事実（３）

イ（エ）のとおりである。）、原告の逃亡や関係資料の破棄等を防止し、本件質問検査を

適切に実施するために必要なものであったといえる。また、Ｆによる本件車両への乗り込

みは、原告及び乙の権利・利益を不当に侵害するものとはいえず、任意での税務調査とし

て社会通念上相当な限度にとどまるものというべきである。 

したがって、Ｆが本件車両に乗り込んだ行為には、重大な違法は認められない。 

イ 原告の主張について 

これに対し、原告は、Ｆが本件車両の助手席に乗り込んだ際に乗車することについて原

告の同意を得ておらず、また、Ｄはその場にいなかったことから、Ｆの本件車両への乗り

込み行為には重大な違法がある旨主張する。 

しかし、原告主張に係る認定事実は上記認定事実（１）ウのとおりであり、その補足説

明は上記２（１）のとおりである。 

したがって、原告の上記主張は理由がない。 

ウ 小括 

     以上によれば、Ｆが本件車両に乗り込んだ行為には、重大な違法は認められない。 

  （３）Ｆが本件トイレに同行したこと等について 

    ア 検討 

Ｆは、本件質問検査の途中で原告が本件トイレに行く際に原告に同行したが、本件トイ

レに同行することについては事前に原告の同意を得ていたこと、原告が本件トイレの個室

内に入っている間は本件トイレの入り口付近にいたこと、Ｆが同行した本件トイレは本件

マンションの共用スペース内に設置されているものであること（上記認定事実（１）エ）

等の事情に照らせば、Ｆの上記の行為は、任意での税務調査として社会通念上相当な限度
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にとどまるものというべきである。また、原告には、架空の費用を必要経費として計上し

たり、税務調査を免れる目的で納税地を頻繁に変更したりしている疑いがあったこと（上

記認定事実（１）ア）等の事情も踏まえると、Ｆが本件マンションの本件トイレ入口付近

まで同行した行為は、原告の逃亡や関係資料の破棄等を防止し、本件質問検査を適切に実

施するために必要なものであったということができる。 

また、本件トイレから本件応接セットに戻ってきた際、原告が本件トイレ内で電話をし

たかどうかをめぐってＦと原告との間で口論になったものの（上記認定事実（１）エ）、

Ｄが原告に対して謝罪的な言葉を発してその場を収めており、原告も、平成２９年９月１

９日の段階で、本件トイレから戻った後のＦの上記発言についてはＤの謝罪的な発言もあ

ったこともあり、それを殊更に問題視するつもりはなく、税務調査に応じようと考えてい

たこと（上記認定事実（１）エ）等の事情に照らせば、Ｆの上記発言は、任意での税務調

査として社会通念上相当な限度にとどまるものというべきである。 

したがって、Ｆは本件トイレに同行したこと等には、重大な違法は認められない。 

イ 原告の主張について 

これに対し、原告は、Ｆが、本件トイレの個室のドアに耳を当てて電話の内容を盗み聞

きし、その後、原告に対して「口裏合わせをしただろう。」などとどう喝した旨主張する。 

しかし、原告主張に係る認定事実は上記認定事実（１）エのとおりであり、その補足説

明は上記２（２）のとおりである。 

したがって、原告の上記主張は理由がない。 

ウ 小括 

以上によれば、Ｆが本件トイレに同行したこと等には、重大な違法は認められない。 

（４）９月物件留め置きについて 

ア 検討 

原告は、９月物件留め置きについて同意していたところ、原告又は丁税理士が本件調査

担当職員から９月交付用預り証を受領したこと、原告が９月控用預り証に署名押印した時

点において「物件の名称又は種類」欄が記載されていたことが認められること（上記認定

事実（２）ア）等の事情を踏まえると、９月物件留め置きの手続には、重大な違法は認め

られない。 

イ 原告の主張について 

      これに対し、原告は、９月物件留め置きの手続には重大な違法がある旨主張する。 

 しかし、原告主張に係る認定事実は上記認定事実（２）アのとおりであり、その補足説

明は上記２（３）のとおりである。 

 したがって、原告の上記主張は理由がない。 

ウ 小括 

 以上によれば、９月物件留め置きの手続には、重大な違法は認められない。 

（５）１０月物件留め置きについて 

ア 検討 

（ア）上記認定事実（２）イ（ウ）のとおり、本件調査担当職員は、１０月物件留め置きに

先立ち、１０月物件留め置きについて、直接原告の承諾を得ていなかった。 

（イ）ａ しかし、税理士法２条は税理士の行う業務について規定しているが、税理士は、
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納税者に代わって申告等の法律行為を行うのみでなく、納税者の納税義務に関して、

税務当局との間で、事実認定や法解釈等について折衝を行うことも重要な業務とな

ると考えられる。このような実情を踏まえると、税理士法における税務代理の範囲

は、法律行為の代理にとどまらず、法律行為に付随して行われる事実行為の代行も

含まれるものと解される（税理士法２条１項１号参照）。また、税理士法３１条は、

税理士が税務代理をする場合において、①不服申立ての取下げ又は②代理人の選任

をするときに限り特別の委任を要する旨規定していることからすれば、質問検査権

の行使の一環として通則法７４条の７に基づき行われる提出物件の留め置きについ

て、これに同意することに特別の委任は必要とせず、納税者が特に留め置きへの同

意を税務代理の範囲から除外する旨の意思を表示しない限り、税理士法２条１項１

号の税務代理に含まれると解される。以上のことは、その後に納税者・税理士間の

委任契約が解除されるなどして事後的に税務代理権限が消滅した場合であっても変

わらない。 

ｂ 本件においては、前記前提事実（４）イのとおり、１０月物件留め置きに先立ち、

丁税理士から、原告を依頼者とし、税務代理の対象を平成２６年分～平成２８年分

の所得税等とする本件税務代理権限証書が提出されている。 

また、原告がこの税務代理の範囲から提出物件の留め置きへの同意を除外する意

思を表示していたという事情は認められない。 

加えて、上記認定事実（２）イ（ア）で認定したとおり、原告が、丁税理士に対

し、平成２４年分・平成２５年分の帳簿書類を提出し、税務調査への対応を依頼し

ていることからすれば、丁税理士から改めて税務代理権限証書は提出されていない

ものの、平成２４年分・平成２５年分の所得税又は所得税等についても、提出物件

の留め置きへの同意も含め、原告が丁税理士に税務代理権限を付与していたものと

認めるのが相当である。 

そして、上記認定事実（２）イ（イ）で認定したとおり、丁税理士があらかじめ

Ｅに対し帳簿書類の留め置きについて電話で承諾していたこと、戊事務員は、丁税

理士からの指示に基づき、同人に代わって帳簿書類を提出し、１０月控用預り証に

丁税理士の記名と押印をしていること、本件調査担当職員は、戊事務員に対し、１

０月交付用預り証を交付した上で物件を留め置いていることからすれば、戊事務員

の行為は、原告から税務代理権限を付与された丁税理士の行為と同視することがで

きる。 

（ウ）したがって、１０月物件留め置きは、原告の平成２４年分・平成２５年分の所得税又

は所得税等に係る税務代理権限を有する丁税理士の承諾を得てされたものであって、１

０月物件留め置きには、重大な違法は認められない。 

イ 原告の主張について 

これに対し、原告は、１０月物件留め置きは原告の承諾を得ずにされたものであり、違

法である旨主張する。 

しかし、この点については、既に上記アで説示したとおりである。 

したがって、原告の上記主張は理由がない。 

ウ 小括 
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以上によれば、１０月物件留め置きには、重大な違法は認められない。 

（６）本件各調査報告書等の記載について 

ア 検討 

本件各調査報告書等に対応する事実関係については、上記認定事実のとおりであると認

められる。そうすると、本件各調査報告書等の記載には、重大な違法は認められない。 

イ 原告の主張について 

これに対し、原告は、本件各調査報告書等には虚偽の事実が記載されている旨主張する。 

 しかし、上記（２）～（５）（特に、上記（２））において説示したとおり、本件調査

報告書等に虚偽の事実の記載は見当たらない。 

 したがって、原告の上記主張は理由がない。 

ウ 小括 

以上によれば、本件各調査報告書等の記載には、重大な違法は認められない。 

（７）本件調査担当職員の原告に対する説明について 

ア 検討 

本件調査担当職員の原告に対する説明は、前記前提事実（４）カ、キ、ケ、上記認定事

実（２）ウのとおりである。平成２９年１２月２０日における原告に対する説明に際して、

Ｇが「なんでやねん、返せや。」、「とるなや。」などと発言したことは、税務調査を担

当する公務員として適切さに欠ける対応であるといわざるを得ないが、上記の各事実によ

れば、本件調査担当職員が複数回にわたり、相当な時間をかけて原告に対して本件調査に

関する一定程度の説明をしていたといえるから、Ｇの上記発言があったことを踏まえても、

本件調査担当職員の原告に対する説明には、重大な違法は認められない。 

イ 原告の主張について 

これに対し、原告は、本件調査担当職員に対し、複数回にわたり本件調査に係る違法行

為について説明を求めたが、本件調査担当職員が十分な説明をしなかった旨主張する。 

しかし、前記前提事実（４）カ、キ、ケ、上記認定事実（２）ウのとおり、本件調査担

当職員は、平成２９年１２月１日に約２時間、同月２０日に約３時間半にわたり、原告と

面談し、原告の質問に対して回答を行ったほか、平成３０年２月２３日及び同年４月２０

日にも、原告の質問に回答しており、これらの本件調査担当職員の対応は少なくとも違法

な点は見当たらない。 

したがって、原告の上記主張は理由がない。 

ウ 小括 

以上によれば、本件調査担当職員の原告に対する説明には、重大な違法は認められない。 

（８）争点についてのまとめ 

以上によれば、本件調査手続には、重大な違法は認められない。 

４ まとめ 

以上検討したとおり、本件調査手続には、重大な違法は認められない。 

 そして、本件各処分の課税の根拠及び計算は別紙「本件各処分における課税の計算」のとお

りとなるから、本件各処分は、適法である。 

第４ 結論 

以上によれば、原告の請求はいずれも理由がないのでこれらを棄却することとして、主文の
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とおり判決する。 

大阪地方裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 山地 修 

   裁判官 太田 章子 

   裁判官 山田 慎悟 
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（別紙） 

指定代理人目録 

布目 武、小泉 雄寛、石田 隆邦、松本 真理子、辰巳 博恵、植西 直美 

以上 
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（別紙） 

関係法令等の定め 

１ 国税通則法（以下「通則法」という。） 

（１）国税庁、国税局若しくは税務署（以下「国税庁等」という。）の当該職員は、所得税に関

する調査について必要があるときは、所得税法の規定による所得税の納税義務がある者又は

納税義務があると認められる者等に質問し、その者の事業に関する帳簿書類その他の物件を

検査し、又は当該物件の提示若しくは提出を求めることができる。（７４条の２第１項１

号） 

（２）国税庁等又は税関の当該職員は、国税の調査について必要があるときは、当該調査におい

て提出された物件を留め置くことができる。（７４条の７） 

（３）税務署長等は、国税庁等又は税関の当該職員に納税義務者に対し実地の調査において通則

法７４条の２から通則法７４条の６までの規定による質問、検査又は提示若しくは提出の要

求（以下「質問検査等」という。）を行わせる場合には、あらかじめ、当該納税義務者に対

し、その旨及び次に掲げる事項を通知するものとする。（７４条の９第１項） 

一 質問検査等を行う実地の調査（以下この条において単に「調査」という。）を開始する

日時 

二 調査を行う場所 

三 調査の目的 

四 調査の対象となる税目 

五 調査の対象となる期間 

六 調査の対象となる帳簿書類その他の物件 

七 その他調査の適正かつ円滑な実施に必要なものとして政令で定める事項 

（４）通則法７４条の９第１項の規定にかかわらず、税務署長等が調査の相手方である同条３項

１号に掲げる納税義務者の申告若しくは過去の調査結果の内容又はその営む事業内容に関す

る情報その他国税庁等若しくは税関が保有する情報に鑑み、違法又は不当な行為を容易にし、

正確な課税標準等又は税額等の把握を困難にするおそれその他国税に関する調査の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあると認める場合には、同条第１項の規定による通知を要しない。

（７４条の１０） 

２ 国税通則法施行令（以下「通則法施行令」という。） 

国税庁、国税局若しくは税務署又は税関の当該職員は、通則法７４条の７の規定により物件

を留め置く場合には、当該物件の名称又は種類及びその数量、当該物件の提出年月日並びに当

該物件を提出した者の氏名及び住所又は居所その他当該物件の留め置きに関し必要な事項を記

載した書面を作成し、当該物件を提出した者にこれを交付しなければならない。（３０条の３

第１項） 

３ 税理士法 

（１）税理士は、他人の求めに応じ、租税に関し、税務代理に対する租税に関する法令若しくは

行政不服審査法の規定に基づく申告、申請、請求若しくは不服申立て（以下「申告等」とい

う。）につき、又は当該申告等若しくは税務官公署の調査若しくは処分に関し税務官公署に

対してする主張若しくは陳述につき、代理し、又は代行することを業とする。（２条１項１
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号） 

（２）税理士は、税務代理をする場合においては、財務省令で定めるところにより、その権限を

有することを証する書面を税務官公署に提出しなければならない。（３０条） 

（３）税理士は、税務代理をする場合において、次の行為をするときは、特別の委任を受けなけ

ればならない。（３１条） 

一 不服申立ての取下げ 

二 代理人の選任 

４ 所得税法 

その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額の計算上必要経費に算入す

べき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの所得の総収入金額に係る売上原価その他

当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、一般管理費その

他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用の額とする。（３７条１項） 

                                         以上 
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別紙 

課 税 の 経 緯 

（単位：円） 

         区分 
項目

確定申告 更正処分等 審査請求 裁決 更正の請求 取下げ 
更正の請求
（再提出）

平
成
24
年
分

年月日 平成25年3月15日 平成30年5月14日 平成30年8月2日 令和元年6月28日

総 所 得 金 額 9,810,949 65,108,496

全
部
取
消
し

棄
却

事業所得の金額 9,756,906 65,054,453

雑 所 得 の 金 額 54,043 54,043

所 得 控 除 額 の 合 計 2,259,470 2,259,470

所 得 税 の 額 1,100,730 22,343,600

源 泉 徴 収 税 額 9,853,304 9,853,304

納 付 す べ き 税 額 △8,752,574 12,490,200

過少申告加算税の額 2,411,000

重 加 算 税 の 額 1,680,000

平
成
25
年
分

年月日 平成26年3月17日 平成30年5月14日 平成30年8月2日 令和元年6月28日

総 所 得 金 額 10,298,921 78,847,841

全
部
取
消
し

棄
却

事業所得の金額 10,238,420 78,787,340

雑 所 得 の 金 額 60,501 60,501

所 得 控 除 額 の 合 計 2,912,670 2,912,670

所 得 税 等 の 額 1,085,098 28,157,138

源 泉 徴 収 税 額 10,408,862 10,408,862

納 付 す べ き 税 額 △9,323,764 17,748,200

過少申告加算税の額 3,136,000

重 加 算 税 の 額 2,026,500

平
成
26
年
分

年月日 平成27年3月14日 平成30年5月14日 平成30年8月2日 令和元年6月28日 令和元年12月25日

総 所 得 金 額 11,437,565 72,274,646

全
部
取
消
し

棄
却

36,849,301

 事業所得の金額 11,381,726 72,218,807 36,793,462

雑 所 得 の 金 額 55,839 55,839 55,839

所 得 控 除 額 の 合 計 3,042,250 3,042,250 3,042,250

所 得 税 等 の 額 1,322,041 25,419,632 10,952,062

源 泉 徴 収 税 額 10,354,762 10,354,762 10,354,762

納 付 す べ き 税 額 △9,032,721 15,064,800 597,300

過少申告加算税の額 2,635,000

重 加 算 税 の 額 2,128,000

平
成
27
年
分

年月日 平成28年3月15日 平成30年5月14日 平成30年8月2日 令和元年6月28日 令和元年12月25日 令和2年5月29日 令和2年6月2日

総 所 得 金 額 9,104,093 52,366,707

全
部
取
消
し

棄
却

11,696,642

取
下
げ

12,525,287

事 業 所 得 の 金 額 9,046,810 52,309,424 11,639,359 12,468,004

雑 所 得 の 金 額 57,283 57,283 57,283 57,283

所 得 控 除 額 の 合 計 2,945,760 2,945,760 2,945,760 2,945,760

所 得 税 等 の 額 820,986 17,809,303 1,405,406 1,659,196

源 泉 徴 収 税 額 9,104,007 9,104,007 9,104,007 9,104,007

納 付 す べ き 税 額 △8,283,021 8,705,200 △7,698,601 △7,444,811

過少申告加算税の額 1,756,000

重 加 算 税 の 額 1,750,000

平
成
28
年
分

年月日 平成29年3月15日 平成30年5月14日 平成30年8月2日 令和元年6月28日 令和元年12月25日 令和2年5月29日 令和2年6月2日

総 所 得 金 額 9,238,473 42,453,544

全
部
取
消
し

棄
却

5,606,239

取
下
げ

6,864,057

事 業 所 得 の 金 額 9,238,473 42,453,544 5,606,239 6,864,057

所 得 控 除 額 の 合 計 3,195,760 3,195,760 3,195,760 3,195,760

所 得 税 等 の 額 797,298 13,177,842 172,038 312,528

源 泉 徴 収 税 額 7,545,494 7,545,494 7,545,494 7,545,494

納 付 す べ き 税 額 △6,748,196 5,632,300 △7,373,456 △7,232,966

過少申告加算税の額 1,277,500

重 加 算 税 の 額 1,256,500

（注）納付すべき税額の△印は、還付金の額に相当する税額を示す。 
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（別紙） 

本件各処分における課税の計算 

第１ 平成２４年分の所得税 

１ 更正処分の根拠 

（１）事業所得の金額                       ６５０５万４４５３円 

上記金額は、後記アの総収入金額１億８３０２万４７６１円から後記イの必要経費１億１

７３２万０３０８円及び後記ウの青色申告特別控除額６５万円をそれぞれ控除した金額であ

る。 

ア 総収入金額                      １億８３０２万４７６１円 

上記金額は、原告が平成２４年分の所得税の確定申告書（以下「平成２４年分所得税申

告書」といい、他の年分についても同様に記載する。）に記載した売上（収入）金額と同

額である。 

イ 必要経費                       １億１７３２万０３０８円 

必要経費は、次の（ア）～（ニ）の合計金額である。 

（ア）売上原価                        ５８０７万９１２６円 

上記金額は、平成２４年分決算書「差引原価」欄に記載された金額５３１０万８５６

２円に、次のａ及びｂをそれぞれ加算した金額である。 

 ａ 株式会社Ｎからの仕入れに係る金額           ４３４万９５５０円 

上記金額は、本件医院が平成２４年１２月に株式会社Ｎからの仕入に伴い支払っ

た金額である。 

 ｂ 本件金銭出納帳に記載した売上原価            ６２万１０１４円 

上記金額は、本件医院の従業員が記載していた小口経費に係る金銭出納帳と題す

る帳簿（以下「本件金銭出納帳」という。）に個別の取引に係る記載があった売上

原価の合計金額である。 

（イ）租税公課                           ５万２０００円 

上記金額は、平成２４年分決算書「租税公課」欄に記載された金額と同額である。 

（ウ）荷造運賃                             ４３２０円 

上記金額は、平成２４年分決算書「荷造運賃」欄に記載された金額と同額である。 

（エ）水道光熱費                            ９１９９円 

上記金額は、平成２４年分決算書「水道光熱費」欄に記載された金額と同額である。 

（オ）旅費交通費                        １６４万４４５４円 

上記金額は、平成２４年分決算書「旅費交通費」欄に記載された金額１６２万３９６

４円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった旅費交通費の合計金額２万０

４９０円を加算した金額である。 

（カ）通信費                           ４３万４３２６円 

上記金額は、平成２４年分決算書「通信費」欄に記載された金額３９万２３７６円に、

本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった通信費の合計金額４万１９５０円を加

算した金額である。 

（キ）広告宣伝費                        １７５万６７７３円 
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原告は、平成２４年分決算書「広告宣伝費」欄に７５５万６７７３円と記載し、当該

金額を平成２４年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していたが、本件調査

の結果、このうち有限会社Ⅰに対して支払ったとする金額６００万円については、原告

が、Ｏ銀行近鉄西大寺支店の有限会社Ⅰ名義の普通預金口座（以下「有限会社Ⅰ名義の

預金口座」という。）に振り込んでいたものの、有限会社Ⅰが本件医院に関する業務を

行っていたとは認められず、業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出

とは認められないことから、上記６００万円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に

算入することができない。 

したがって、平成２４年分の広告宣伝費の金額は、平成２４年分決算書「広告宣伝

費」欄の７７５万６７７３円から、上記６００万円を減算した金額１７５万６７７３円

である。 

（ク）接待交際費                               ０円 

原告は、平成２４年分決算書「接待交際費」欄に１４２７万１６７５円と記載し、当

該金額を平成２４年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していたが、本件調

査の結果、本件医院の本件総勘定元帳（平成２４年）（以下、本件医院の事業に係る平

成２４年分から平成２８年分までの総勘定元帳を「本件総勘定元帳」といい、年分を特

定する場合には「本件総勘定元帳（平成２４年）」などと記載する。）の勘定科目が交

際費の頁には各月ごとに支払った金額の合計が記載されていたのにとどまり、各支払の

日付、相手先、支払場所、支払金額等の具体的な内容が明らかにされておらず、本件医

院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出であった事実が認められ

ない。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、接待交際費に係るものとして別表

１記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された金額の合計は１３５９万９

５７３円であり、本件総勘定元帳（平成２４年）に記載された接待交際費の合計金額１

４２７万１６７５円との差額６７万２１０２円は、その支払があった事実が認められな

いことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

また、原告は、平成２４年分の接待交際費に係るものとして別表１の合計金額１３５

９万９５７３円の領収書等を提出したが、接待の相手方やその内容等、経費該当性に係

る具体的な事実が明らかでなく、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連性及

び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、事業所得の金額の計算上、

必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２４年分の接待交際費の金額は、平成２４年分決算書「接待交際

費」欄に記載された金額１４２７万１６７５円から、上記６７万２１０２円及び１３５

９万９５７３円をそれぞれ減算した金額０円である。 

（ケ）損害保険料                         ４１万２１２０円 

上記金額は、平成２４年分決算書「損害保険料」欄に記載された金額と同額である。 

（コ）修繕費                           ３４万３９１０円 

上記金額は、平成２４年分決算書「修繕費」欄に記載された金額と同額である。 

（サ）消耗品費                         １９３万５４４４円 

原告は、平成２４年分決算書「消耗品費」欄に１７６５万８５６１円と記載し、当該
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金額を平成２４年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２４年分

の消耗品費の金額は、平成２４年分決算書「消耗品費」欄に記載された金額１７６５万

８５６１円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算し、ｃを加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２４年）に現金で支払ったものとして記載されている消耗

品費                         １５６５万７０２６円 

原告は、平成２４年分の消耗品費のうち、現金で支払ったものとして合計１５６

５万７０２６円を本件総勘定元帳（平成２４年）の勘定科目が消耗品費の頁に記載

している。しかし、本件総勘定元帳（平成２４年）の当該頁には、月１回又は２回、

支払った金額の合計が記載されているにとどまり、各取引の具体的な支払年月日、

支払金額等が個別に記載されていなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、消耗品費に係るものとして別

表２及び別表３記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された金額の合

計は１５１１万７２５３円であり、本件総勘定元帳（平成２４年）に記載された消

耗品費の合計金額１５６５万７０２６円との差額５３万９７７３円は、その支払が

あった事実が認められないことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入す

ることができない。 

また、原告は、平成２４年分の消耗品費に係るものとして別表２及び別表３記載

の領収書等を提出したが、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連性及び

業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、当該領収書等に記載さ

れた金額の合計１５１１万７２５３円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算

入することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２４年）にＯ銀行又はＰ銀行の各普通預金口座から支払っ

たとして記載している消耗品費               ２２万９７１１円 

原告は、平成２４年分の消耗品費のうち、Ｏ銀行船場支店のＡ院長甲名義の普通

預金口座（口座番号●●●●。以下「原告名義の預金口座（Ｏ）」という。）又は

Ｐ銀行船場支店の同名義の普通預金口座（以下「原告名義の預金口座（Ｐ）」とい

う。）から支払ったものとして、合計２００万１５３５円を本件総勘定元帳（平成

２４年）の勘定科目が消耗品費の頁に記載している。しかし、そのうち別表４記載

の２２万９７１１円については、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連

性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、事業所得の金額

の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した消耗品費            １６万３６２０円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった消耗品費の合計金

額である。 

（シ）減価償却費                        ２９４万４９９３円 

原告は、平成２４年分決算書「減価償却費」欄に６１７万１５８９円と記載しており、

このうち、３２２万６５９６円は、平成２４年１月に取得したフェラーリ１台及びＢＭ

Ｗ１台並びに平成２２年５月に取得したアルファロメオ１台の各車両に係るものである。 

しかし、本件調査の結果、原告が上記各車両を本件医院の業務の用に供していること
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が認められず、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出と

は認められないことから、上記各車両に係る減価償却費は、事業所得の金額の計算上、

必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２４年分の減価償却費の金額は、平成２４年分決算書「減価償却

費」欄に記載された金額６１７万１５８９円から、３３２万６５９６円を減算した金額

２９４万４９９３円である。 

（ス）福利厚生費                         ２４万６５４８円 

原告は、平成２４年分決算書「福利厚生費」欄に９２１万３２５４円と記載し、当該

金額を平成２４年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２４年分

の福利厚生費の金額は、平成２４年分決算書「福利厚生費」欄に記載された金額９２１

万３２５４円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算し、ｃを加算した金額である。 

なお、原告は、本件総勘定元帳（平成２４年）の勘定科目が福利厚生費の頁に記載し

ている合計金額９２１万３５２７円よりも２７３円少ない金額９２１万３２５４円を平

成２４年分決算書「福利厚生費」欄に記載して申告していることから、次のａ及びｂを

減算するに当たっては、申告額９２１万３２５４円を上限として減算を行う。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２４年）に現金で支払ったものとして記載されている福利

厚生費                         ９１２万５３２７円 

原告は、平成２４年分の福利厚生費のうち、現金で支払ったものとして合計９１

２万５３２７円を本件総勘定元帳（平成２４年）の勘定科目が福利厚生費の頁に記

載している。しかし、本件総勘定元帳（平成２４年）の当該頁には、毎月１回、支

払った金額の合計が記載されているにとどまり、各取引の具体的な支払年月日、支

払金額等が個別に記載されていなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、福利厚生費に係るものとして

別表５記載の領収書等を提出した。当該領収書等に記載された金額の合計は９７７

万７７１５円であり、本件総勘定元帳（平成２４年）に記載された福利厚生費の合

計金額９１２万５３２７円を上回るものであるが、本件調査の結果、別表５記載の

領収証等に係る支出は、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性

がある支出とは認められないことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入

することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２４年）にＯ銀行の普通預金口座から支払ったとして記載

している福利厚生費                     ８万８２００円 

原告は、平成２４年分の福利厚生費のうち、原告名義の預金口座（Ｏ）から支払

ったものとして、別表６の合計８万８２００円を本件総勘定元帳（平成２４年）の

勘定科目が福利厚生費の頁に記載している。しかし、本件調査の結果、本件医院の

業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことか

ら、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した福利厚生費           ２４万６５４８円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった福利厚生費の合計

金額である。 



36 

（セ）給料賃金                        ３７４４万７９９３円 

上記金額は、平成２４年分決算書「給料賃金」欄に記載された金額４１０４万７９９

３円から、原告の妻に対して支払ったとする青色専従者給与３６０万円を減算した金額

である。 

（ソ）地代家賃                         ７２２万９４７９円 

上記金額は、平成２４年分決算書「地代家賃」欄に記載された金額と同額である。 

（タ）検査料                           １７万７１５９円 

上記金額は、平成２４年分決算書「検査料」欄に記載された金額と同額である。 

（チ）燃料費                           ２４万１９８３円 

上記金額は、平成２４年分決算書「燃料費」欄に記載された金額と同額である。 

（ツ）支払手数料                        １２８万３０９５円 

原告は、平成２４年分決算書「支払手数料」欄に６２９万９２５０円と記載し、当該

金額を平成２４年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２４年分

の支払手数料の金額は、平成２４年分決算書「支払手数料」欄に記載された金額６２９

万９２５０円から、次のａを減算し、ｂ及びｃをそれぞれ加算した金額である。 

ａ 株式会社Ｈに対して支払った支払手数料             ６００万円 

上記金額は、原告が株式会社Ｈに対して平成２４年中に支払ったとする金額であ

るが、本件調査の結果、原告は、Ｑ銀行郡山支店の株式会社Ｈ名義の普通預金口座

（以下「株式会社Ｈ名義の預金口座」という。）へ平成２４年中に合計６００万円

を振り込んでいたものの、株式会社Ｈが本件医院に関する業務を行っていたとは認

められないことから、上記金額は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入する

ことができない。 

ｂ 丙に対して支払った支払手数料                  ９６万円 

上記金額は、原告が丙に対し、丙が本件医院に係る経理事務に従事した対価とし

て平成２４年中に支払った金額である。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した支払手数料            ２万３８４５円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった支払手数料の合計

金額である。 

（テ）諸会費                          ２５５万５９７６円 

上記金額は、平成２４年分決算書「諸会費」欄に記載された金額２５４万４７５６円

に、原告が平成２４年分の消耗品費として提出した領収証のうち、同年３月２日にＲ総

会に対して支払った９２２０円及び同月３日にＳ（Ｓ）に対して支払った２０００円の

合計１万１２２０円を加算した金額である。 

（ト）新聞図書費                         ３９万４１１０円 

上記金額は、平成２４年分決算書「新聞図書費」欄に記載された金額３３万１６３２

円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった新聞図書費の合計金額６万２４

７８円を加算した金額である。 

（ナ）雑費                            １２万７３００円 

上記金額は、平成２４年分決算書「雑費」欄に記載された金額と同額である。 
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（ニ）青色専従者給与                             ０円 

原告は、平成２４年分決算書「専従者給与」欄に、原告の妻に対して支払ったとして

３６０万円を計上していたが、本件調査の結果、原告の妻が本件医院に係る業務に専従

していたとは認められないことから、上記３６０万円は、事業所得の金額の計算上、必

要経費に算入することができない。 

ウ 青色申告特別控除額                          ６５万円 

原告は、青色申告書を提出することにつき処分行政庁の承認を受けている個人であると

ころ、平成２４年分の青色申告特別控除額は、租税特別措置法２５条の２第３項１号（平

成３０年法律第７号による改正前のもの。以下同じ。）の規定により計算した金額であり、

平成２４年分決算書「青色申告特別控除額」欄に記載された金額と同額である。 

（２）雑所得の金額                           ５万４０４３円 

上記金額は、平成２４年分所得税申告書第一表「雑」欄に記載された金額と同額である。 

（３）総所得金額                         ６５１０万８４９６円 

上記金額は、上記（１）の事業所得の金額６５０５万４４５３円及び上記（２）の雑所得

の金額５万４０４３円の合計金額である。 

（４）所得から差し引かれる金額（所得控除）             ２２５万９４７０円 

上記金額は、平成２４年分所得税申告書第一表「合計」欄に記載された金額と同額である。 

（５）課税される所得金額                     ６２８４万９０００円 

上記金額は、上記（３）の総所得金額６５１０万８４９６円から上記（４）の所得から差

し引かれる金額２２５万９４７０円を控除した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（６）課税される所得金額に対する税額               ２２３４万３６００円 

上記金額は、上記（５）の課税される所得金額６２８４万９０００円に所得税法８９条１

項（平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定を適用して算出した金額である。 

（７）源泉徴収税額                         ９８５万３３０４円 

上記金額は、平成２４年分所得税申告書第一表「源泉徴収税額」欄に記載された金額と同

額である。 

（８）納付すべき税額                       １２４９万０２００円 

上記金額は、上記（６）の課税される所得金額に対する税額２２３４万３６００円から上

記（７）の源泉徴収税額９８５万３３０４円を控除した金額（ただし、通則法１１９条１項

の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

２ 更正処分の適法性 

被告が主張する平成２４年分の所得税に係る課税される所得金額及び納付すべき税額は、上

記１のとおりであるところ、これらの額はいずれも処分行政庁が平成３０年５月１４日付けで

原告に対してした平成２４年分の所得税の更正処分における課税される所得金額及び申告納税

額と同額であるから、同更正処分は適法である。 

第２ 平成２５年分の所得税等 

１ 更正処分の根拠 

（１）事業所得の金額                       ７８７８万７３４０円 

上記金額は、後記アの総収入金額１億９０３７万６９１５円から後記イの必要経費１億１
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０９３万９５７５円及び後記ウの青色申告特別控除額６５万円をそれぞれ控除した金額であ

る。 

ア 総収入金額                      １億９０３７万６９１５円 

上記金額は、平成２５年分所得税等申告書第一表「営業等」欄及び平成２５年分決算書

「売上（収入）金額」欄に記載された金額と同額である。 

イ 必要経費                       １億１０９３万９５７５円 

必要経費は、次の（ア）～（ナ）の合計金額である。 

（ア）売上原価                        ６４２６万８１３４円 

上記金額は、平成２５年分決算書「差引原価」欄に記載された金額６７２５万９０８

０円から、次のａを減算し、ｂを加算した金額である。 

ａ 平成２５年１２月３１日に仕入れを行ったとして本件総勘定元帳（平成２５年）

に記載している金額                   ３５８万２８９３円 

上記金額は、平成２５年１２月３１日に仕入れを行ったとして本件総勘定元帳の

勘定科目が仕入高の頁に記載があるが、具体的な内容が明らかにされない上、原始

記録等の保存もなく、支払があった事実が明らかでない金額である。 

 ｂ 本件金銭出納帳に記載した売上原価            ５９万１９４７円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった売上原価の合計金

額である。 

（イ）租税公課                           ４万８５００円 

上記金額は、平成２５年分決算書「租税公課」欄に記載された金額と同額である。 

（ウ）荷造運賃                             ８８５０円 

上記金額は、平成２５年分決算書「荷造運賃」欄に記載された金額と同額である。 

（エ）水道光熱費                            ８６８８円 

上記金額は、平成２５年分決算書「水道光熱費」欄に記載された金額と同額である。 

（オ）旅費交通費                        １６２万５８９９円 

上記金額は、平成２５年分決算書「旅費交通費」欄に記載された金額１６０万７７４

９円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった旅費交通費の合計金額１万８

１５０円を加算した金額である。 

（カ）通信費                           ３７万６０３６円 

上記金額は、平成２５年分決算書「通信費」欄に記載された金額３２万５２１６円に、

本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった通信費の合計金額５万０８２０円を加

算した金額である。 

（キ）広告宣伝費                        １６５万５２６３円 

原告は、平成２５年分決算書「広告宣伝費」欄に５０４万２４９７円と記載し、当該

金額を平成２５年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していたが、本件調査

の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２５年分の広告宣伝費の金額

は、平成２５年分決算書の広告宣伝費欄の５０４万２４９７円から、次のａ～ｃをそれ

ぞれ減算した金額である。 

ａ 有限会社Ⅰに対して支払った広告宣伝費             １２０万円 

原告が、有限会社Ⅰに対して支払ったとする金額１２０万円については、原告が、
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有限会社Ⅰ名義の預金口座に振り込んでいたものの、有限会社Ⅰが本件医院に関す

る業務を行っていたとは認められず、業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要

性がある支出とは認められないことから、上記金額は、事業所得の金額の計算上、

必要経費に算入することができない。 

ｂ 株式会社Ｈに対して支払った広告宣伝費             １７０万円 

原告が、株式会社Ｈに対して支払ったとする金額１７０万円については、原告が

株式会社Ｈ名義の預金口座に振り込んでいたものの、株式会社Ｈが本件医院に関す

る業務を行っていたとは認められないことから、上記金額は、事業所得の金額の計

算上、必要経費に算入することができない。 

ｃ 本件総勘定元帳（平成２５年）に株式会社Ｔに対して支払ったものと記載されて

いる広告宣伝費                      ４８万７２３４円 

原告は、株式会社Ｔに対して、平成２５年中に合計６０万３６１７円（内訳は、

①平成２５年５月２９日に３６万円、②同年９月６日に２４万３６１７円）を支払

ったものとして、本件総勘定元帳（平成２５年）の勘定科目が広告宣伝費の頁に記

載している。しかし、本件調査の結果、②の２４万３６１７円は、株式会社Ｔから

原告名義の預金口座（Ｐ）に振込入金を受けたものであって、株式会社Ｔへの支払

ではなく、また、当該２４万３６１７円は、①の３６万円の一部の返金として、原

告名義の預金口座（Ｐ）に振込入金されたものであるから、これらの合計金額４８

万７２３４円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

（ク）接待交際費                               ０円 

原告は、平成２５年分決算書「接待交際費」欄に１５１３万１６８０円と記載し、当

該金額を平成２５年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していたが、本件調

査の結果、次のａ及びｂの各事実が認められたことから、平成２５年分の接待交際費の

金額は、平成２５年分決算書の「接待交際費」欄に記載された金額１５１３万１６８０

円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２５年）に現金で支払ったものとして記載している接待交

際費                         １４２６万１２２１円 

原告は、平成２５年分の接待交際費のうち、現金で支払ったものとして合計１４

２６万１２２１円を本件総勘定元帳（平成２５年）の勘定科目が接待交際費の頁に

記載している。しかし、本件総勘定元帳の当該頁には、各月に支払った金額の合計

が記載されているにとどまり、各支払の日付、相手先、支払場所、支払金額等の具

体的な内容が明らかにされておらず、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂

行上の必要性がある支出であった事実が認められない。 

この点に関し、原告は、平成２５年分の接待交際費に係るものとして別表７記載

の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された金額の合計は７０７万７９４

４円であり、本件総勘定元帳（平成２５年）の当該頁に記載された接待交際費のう

ち、現金で支払ったものとして記載している金額の合計１４２６万１２２１円との

差額７１８万３２７７円は、その支払があった事実が認められないことから、事業

所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

また、原告は、平成２５年分の接待交際費に係るものとして別表７の合計金額７
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０７万７９４４円の領収書等を提出したが、接待の相手方やその内容等、経費該当

性に係る具体的な事実が明らかでなく、本件調査の結果、本件医院の業務との直接

の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、当該領収

書等に記載された金額の合計７０７万７９４４円は、事業所得の金額の計算上、必

要経費に算入することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２５年）にＯ銀行の普通預金口座から支払ったとして記載

している接待交際費                    ８７万０４５９円 

原告は、平成２５年分の接待交際費のうち、原告名義の預金口座（Ｏ）から支払

ったものとして、別表８の合計８７万０４５９円を本件総勘定元帳（平成２５年）

の勘定科目が交際費の頁に記載している。しかし、接待の相手方やその内容等、経

費該当性に係る具体的な事実が明らかでなく、本件調査の結果、本件医院の業務と

の直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、事

業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

（ケ）損害保険料                       ２３０万２６４０円 

上記金額は、平成２５年分決算書「損害保険料」欄に記載された金額と同額である。 

（コ）修繕費                          ３４万２７３０円 

原告は、平成２５年分決算書「修繕費」欄に３６５万４７３０円と記載しており、

このうち、３３１万２０００円は、本件マンションの修繕に係る費用である。しかし、

本件調査の結果、原告が本件マンションを本件医院の業務の用に供していることが認

められず、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは

認められないことから、上記３３１万２０００円は、事業所得の金額の計算上、必要

経費に算入することができない。 

したがって、平成２５年分の修繕費の金額は、平成２５年分決算書「修繕費」欄に

記載された金額３６５万４７３０円から、３３１万２０００円を減算した金額３４万

２７３０円である。 

（サ）消耗品費                         １８４万０９４５円 

原告は、平成２５年分決算書「消耗品費」欄に１３７１万０１９９円と記載し、当該

金額を平成２５年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２５年分

の消耗品費の金額は、平成２５年分決算書「消耗品費」欄に記載された金額１３７１万

０１９９円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算し、ｃを加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２５年）に現金で支払ったものとして記載されている消耗

品費                         １２０４万１１８７円 

原告は、平成２５年分の消耗品費のうち、現金で支払ったものとして合計１２０

４万１１８７円を本件総勘定元帳（平成２５年）の勘定科目が消耗品費の頁に記載

している。しかし、本件総勘定元帳（平成２５年）の当該頁には、月数回、支払っ

た金額の合計が記載されているにとどまり、各取引の具体的な支払年月日、支払金

額等が個別に記載されていなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、消耗品費に係るものとして別

表９及び別表１０記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された金額の



41 

合計は７６７万３１５８円であり、本件総勘定元帳（平成２５年）に記載された消

耗品費の合計１２０４万１１８７円との差額４３６万８０２９円は、その支払があ

った事実が認められないことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入する

ことができない。 

また、原告は、平成２５年分の消耗品費に係るものとして別表９及び別表１０記

載の領収書等を提出したが、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連性及

び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、当該領収書等に記載

された金額の合計７６７万３１５８円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算

入することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２５年）にＯ銀行又はＰ銀行の各普通預金口座から支払っ

たとして記載している消耗品費               １万５０００円 

原告は、平成２５年分の消耗品費のうち、原告名義の預金口座（Ｏ）又は原告名

義の預金口座（Ｐ）から支払ったものとして、合計１６６万９０１２円を本件総勘

定元帳（平成２５年）の勘定科目が消耗品費の頁に記載している。しかし、そのう

ち１万５０００円（別表１１順号１）については、本件調査の結果、本件医院の業

務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、

事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した消耗品費            １８万６９３３円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった消耗品費の合計金

額である。 

（シ）減価償却費                        ２９１万３５７８円 

原告は、平成２５年分決算書「減価償却費」欄に９３６万６７７２円と記載しており、

このうち、６４５万３１９４円は、平成２４年１月に取得したフェラーリ１台及びＢＭ

Ｗ１台並びに平成２２年５月に取得したアルファロメオ１台の各車両に係るものである。 

しかし、本件調査の結果、原告が上記各車両を本件医院の業務の用に供していること

が認められず、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出と

は認められないことから、上記各車両に係る減価償却費は、事業所得の金額の計算上、

必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２５年分の減価償却費の金額は、平成２５年分決算書「減価償却

費」欄に記載された金額９３６万６７７２円から、６４５万３１９４円を減算した金額

２９１万３５７８円である。 

（ス）福利厚生費                         ８０万５８８４円 

原告は、平成２５年分決算書「福利厚生費」欄に１００１万８１５８円と記載し、当

該金額を平成２５年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２５年分

の福利厚生費の金額は、平成２５年分決算書「福利厚生費」欄に記載された金額１００

１万８１５８円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算し、ｃを加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２５年）に現金で支払ったものとして記載されている福利

厚生費                         ９８２万０７５８円 

原告は、平成２５年分の福利厚生費のうち、現金で支払ったものとして合計９８
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２万０７５８円を本件総勘定元帳（平成２５年）の勘定科目が福利厚生費の頁に記

載している。しかし、本件総勘定元帳（平成２５年）の当該頁には、月数回、支払

った金額の合計が記載されているにとどまり、各取引の具体的な支払年月日、支払

金額等が個別に記載されていなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、福利厚生費に係るものとして

別表１２記載の領収書等を提出した。当該領収書等に記載された金額の合計は９２

０万３２７７円であり、本件総勘定元帳（平成２５年）に記載された福利厚生費の

合計金額９８２万０７５８円との差額６１万７４８１円は、その支払があった事実

が認められないことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することがで

きない。 

また、原告は、平成２５年分の福利厚生費に係るものとして、別表１２記載の領

収書等を提出したが、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連性及び業務

遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、別表１２記載の領収書等の

総合計９２０万３２７７円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入すること

ができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２５年）にＯ銀行の普通預金口座から支払ったとして記載

している福利厚生費                    １９万７４００円 

原告は、平成２５年分の福利厚生費のうち、原告名義の預金口座（Ｏ）から支払

ったものとして、別表１３の合計１９万７４００円を本件総勘定元帳（平成２５

年）の勘定科目が福利厚生費の頁に記載している。しかし、本件調査の結果、本件

医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められない

ことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した福利厚生費           ８０万５８８４円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった福利厚生費の合計

金額である。 

（セ）給料賃金                        ２３７０万０３５４円 

原告は、平成２５年分決算書「給料賃金」欄に２８７０万０３５４円と記載しており、

このうち５００万円は、丙の妻に対して平成２５年中に支払ったとする給料の金額であ

る。 

しかし、本件調査の結果、原告は、Ｐ銀行平城支店の丙の妻名義の普通預金口座（以

下「丙の妻名義の預金口座」という。）へ平成２５年中に５００万円を振り込んでいた

ものの、丙の妻が本件医院の業務に従事していた事実は認められず、業務との直接の関

連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、上記５００万円は、

事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２５年分の給料賃金の金額は、平成２５年分決算書「給料賃金」欄

に記載された金額２８７０万０３５４円から、５００万円を減算した金額２３７０万０

３５４円である。 

（ソ）地代家賃                         ７７２万５８９５円 

上記金額は、平成２５年分決算書「地代家賃」欄に記載された金額と同額である。 

（タ）検査料                           １５万７１７５円 



43 

上記金額は、平成２５年分決算書「検査料」欄に記載された金額１３万８２６８円に、

原告が、同月２月２６日に株式会社Ｕに支払った金額１万８９０７円を加算した金額で

ある。 

（チ）支払手数料                        １７７万１７８０円 

原告は、平成２５年分決算書「支払手数料」欄に７１５万８０５０円と記載し、当

該金額を平成２５年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

 しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２５年

分の支払手数料の金額は、平成２５年分決算書「支払手数料」欄に記載された金額７

１５万８０５０円から、次のａを減算し、ｂ及びｃをそれぞれ加算した金額である。 

ａ 株式会社Ｈに対して支払った支払手数料             ６３０万円 

上記金額は、原告が株式会社Ｈに対して平成２５年中に支払ったとする金額であ

るが、本件調査の結果、原告は、株式会社Ｈ名義の預金口座へ平成２５年中に上記

金額を振り込んでいたものの、株式会社Ｈが本件医院に関する業務を行っていたと

は認められないことから、上記金額は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入

することができない。 

ｂ 丙に対して支払った支払手数料                  ８８万円 

上記金額は、原告が丙に対し、丙が本件医院に係る経理事務に従事した対価とし

て平成２５年中に支払った金額である。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した支払手数料            ３万３７３０円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった支払手数料の合計

金額である。 

（ツ）諸会費                           ９２万７７９４円 

上記金額は、平成２５年分決算書「諸会費」欄に記載された金額８８万５７９４円に、

原告が平成２５年分の消耗品費として提出した領収証のうち、同年３月２日にＳ（Ｓ）

に対して支払った２０００円及び同年６月１４日にＲ総会に対して支払った４万円の合

計４万２０００円を加算した金額である。 

（テ）新聞図書費                         ３４万９７０５円 

上記金額は、平成２５年分決算書「新聞図書費」欄に記載された金額２８万５６５０

円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった新聞図書費の合計金額６万４０

５５円を加算した金額である。 

（ト）雑費                            １０万９７２５円 

上記金額は、平成２５年分決算書「雑費」欄に記載された金額と同額である。 

（ナ）青色専従者給与                             ０円 

原告は、平成２５年分決算書「専従者給与」欄に、原告の妻に対して支払ったとして

６００万円を計上していたが、本件調査の結果、原告の妻が本件医院に係る業務に専従

していたとは認められないことから、上記６００万円は、事業所得の金額の計算上、必

要経費に算入することができない。 

ウ 青色申告特別控除額                          ６５万円 

原告は、青色申告書を提出することにつき処分行政庁の承認を受けている個人であると

ころ、上記金額は、租税特別措置法２５条の２第３項１号の規定により計算した金額であ
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り、平成２５年分決算書「青色申告特別控除額」欄に記載された金額と同額である。 

（２）雑所得の金額                           ６万０５０１円 

上記金額は、平成２５年分所得税等申告書第一表「雑」欄に記載された金額と同額である。 

（３）総所得金額                         ７８８４万７８４１円 

上記金額は、上記（１）の事業所得の金額７８７８万７３４０円及び上記（２）の雑所得

の金額６万０５０１円の合計金額である。 

（４）所得から差し引かれる金額（所得控除）             ２９１万２６７０円 

上記金額は、平成２５年分所得税等申告書第一表「合計」欄に記載された金額と同額であ

る。 

（５）課税される所得金額                     ７５９３万５０００円 

上記金額は、上記（３）の総所得金額７８８４万７８４１円から上記（４）の所得から差

し引かれる金額２９１万２６７０円を控除した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（６）課税される所得金額に対する税額               ２７５７万８０００円 

上記金額は、上記（５）の課税される所得金額７５９３万５０００円に所得税法８９条１

項（平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定を適用して算出した金額である。 

（７）復興特別所得税額                        ５７万９１３８円 

上記金額は、上記（６）の課税される所得金額に対する税額２７５７万８０００円に、東

日本大震災からの復興のための施設を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法

（以下「復興財源確保法」という。）１３条の規定を適用して計算した金額である。 

（８）所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額           １０４０万８８６２円 

上記金額は、平成２５年分所得税等申告書第一表「所得税及び復興特別所得税の源泉徴収

税額」欄に記載された金額と同額である。 

（９）納付すべき税額                       １７７４万８２００円 

上記金額は、上記（６）の課税される所得金額に対する税額２７５７万８０００円と、上

記（７）の復興特別所得税額５７万９１３８円を合計した金額から、上記（８）の所得税及

び復興特別所得税の源泉徴収税額１０４０万８８６２円を控除した金額（ただし、復興財源

確保法２４条２項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

２ 更正処分の適法性 

 被告が主張する平成２５年分の所得税等に係る課税される所得金額及び納付すべき税額は、

上記１のとおりであるところ、これらの額はいずれも処分行政庁が平成３０年５月１４日付け

で原告に対してした平成２５年分の所得税等の更正処分における課税される所得金額並びに所

得税及び復興特別所得税の申告納税額と同額であるから、同更正処分は適法である。 

第３ 平成２６年分の所得税等 

１ 更正処分の根拠 

（１）事業所得の金額                       ７２２１万８８０７円 

上記金額は、後記アの総収入金額１億８３４１万１０１３円から後記イの必要経費１億１

０５４万２２０６円及び後記ウの青色申告特別控除額６５万円をそれぞれ控除した金額であ

る。 

ア 総収入金額                      １億８３４１万１０１３円 
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上記金額は、平成２６年分所得税等申告書第一表「営業等」欄及び平成２６年分決算書

「売上（収入）金額」欄に記載された金額と同額である。 

イ 必要経費                       １億１０５４万２２０６円 

必要経費は、次の（ア）～（ニ）の合計金額である。 

（ア）売上原価                        ６０６１万０８５０円 

上記金額は、平成２６年分決算書「差引原価」欄に記載された金額６６８３万７４４

８円から、次のａ及びｃをそれぞれ減算し、ｂ及びｄをそれぞれ加算した金額である。 

ａ 平成２６年１月２７日に仕入れを行ったとして本件総勘定元帳（平成２６年）に

記載している金額                    ５０２万７４６８円 

上記金額は、本件調査の結果、平成２５年１２月３１日に仕入れを行っていたに

もかかわらず、本件総勘定元帳（平成２５年）の勘定科目が仕入高の頁と本件総勘

定元帳（平成２６年）の勘定科目が仕入高の頁に重複して計上されていたものであ

り、平成２５年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入されていた金額であ

る。 

ｂ 株式会社Ｎからの仕入れに係る金額           ４５５万０９１６円 

上記金額は、本件調査の結果、平成２６年１２月に株式会社Ｎから仕入れを行っ

ていたにもかかわらず、誤って本件総勘定元帳（平成２７年）の勘定科目が仕入高

の頁に記載されていたものであり、平成２６年分の事業所得の金額の計算上、必要

経費に算入されていなかった金額である。 

ｃ 平成２６年中に仕入れを行ったとして本件総勘定元帳（平成２６年）に記載して

いる金額                        ６４２万９５０６円 

上記金額は、平成２６年中に別表１４のとおり仕入れを行ったとして、本件総勘

定元帳（平成２６年）の勘定科目が仕入高の頁に記載があるが、うち同別表順号１、

２及び５の各支出については、具体的な内容が明らかにされない上、原始記録等の

保存もなく支払があった事実が明らかでない金額である。 

ｄ 本件金銭出納帳に記載した売上原価            ６７万９４６０円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった売上原価の合計金

額である。 

（イ）租税公課                           ５万７５００円 

上記金額は、平成２６年分決算書「租税公課」欄に記載された金額と同額である。 

（ウ）荷造運賃                           １万０５５０円 

上記金額は、平成２６年分決算書「荷造運賃」欄に記載された金額と同額である。 

（エ）水道光熱費                            ９０３９円 

上記金額は、平成２６年分決算書「水道光熱費」欄に記載された金額と同額である。 

（オ）旅費交通費                        ２２３万０２２１円 

上記金額は、平成２６年分決算書「旅費交通費」欄に記載された金額２２０万９４６

１円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった旅費交通費の合計金額２万０

７６０円を加算した金額である。 

（カ）通信費                           ４９万９３１２円 

上記金額は、平成２６年分決算書「通信費」欄に記載された金額４４万２４６３円に、
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本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった通信費の合計金額５万６８４９円を加

算した金額である。 

（キ）広告宣伝費                        １３７万４７１６円 

原告は、平成２６年分決算書「広告宣伝費」欄に１０２７万８７１６円と記載し、当

該金額を平成２６年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していたが、本件調

査の結果、本件総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が広告宣伝費の頁に記載された広

告宣伝費の合計金額１０２７万８７１６円のうち、株式会社Ｈに対して支払ったとする

金額８９０万４０００円については、原告が株式会社Ｈ名義の預金口座に振り込んでい

たものの、株式会社Ｈが本件医院に関する業務を行っていたとは認められないことから、

上記金額は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２６年分の広告宣伝費の金額は、平成２６年分決算書「広告宣伝

費」欄に記載された金額１０２７万８７１６円から、８９０万４０００円を減算した１

３７万４７１６円である。 

（ク）接待交際費                               ０円 

原告は、平成２６年分決算書「接待交際費」欄に１０６１万２１０３円と記載し、当

該金額を平成２６年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していたが、本件調

査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２６年分の接待交際費の金

額は、平成２６年分決算書の「接待交際費」欄に記載された金額１０６１万２１０３円

から、次のａ～ｃをそれぞれ減算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２６年）の接待交際費に加算した金額    ２００万円 

原告は、総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が交際費の頁に記載している接待

交際費の合計額８６１万２１０３円に、２００万円を加算した金額である１０６１

万２１０３円を、平成２６年分決算書「接待交際費」欄に記載して申告している。 

しかし、本件調査の結果、加算した２００万円に係る接待交際費の支払を証する

書類はなく、その支払があった事実が認められないことから、上記金額は、事業所

得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２６年）に現金で支払ったものとして記載している接待交

際費                          ７９８万１９５３円 

原告は、平成２６年分の接待交際費のうち、現金で支払ったものとして合計７９

８万１９５３円を本件総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が交際費の頁に記載し

ている。しかし、本件総勘定元帳の当該頁には、各月に支払った金額の合計が記載

されているにとどまり、各支払の日付、相手先、支払場所、支払金額等の具体的な

内容が明らかにされておらず、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の

必要性がある支出であった事実が認められない。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、平成２６年分の接待交際費に

係るものとして別表１５記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された

金額の合計は２８６万８７２１円であり、本件総勘定元帳（平成２６年）の当該頁

に記載された接待交際費のうち、現金で支払ったものとして記載している金額の合

計７９８万１９５３円との差額５１１万３２３２円は、その支払があった事実が認

められないことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができな
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い。 

また、原告は、平成２６年分の接待交際費に係るものとして別表１５の合計金額

２８６万８７２１円の領収書等を提出したが、接待の相手方やその内容等、経費該

当性に係る具体的な事実が明らかでなく、本件調査の結果、本件医院の業務との直

接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、事業所

得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｃ 本件総勘定元帳（平成２６年）にＯ銀行の普通預金口座から支払ったとして記載

している接待交際費                    ６３万０１５０円 

原告は、平成２６年分の接待交際費のうち、原告名義の預金口座（Ｏ）から支払

ったものとして、別表１６の合計６３万０１５０円を本件総勘定元帳（平成２６

年）の勘定科目が交際費の頁に記載している。しかし、接待の相手方やその内容等、

経費該当性に係る具体的な事実が明らかでなく、本件調査の結果、本件医院の業務

との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、

事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

（ケ）損害保険料                         ５１万０２２０円 

原告は、本件総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が保険料の頁に記載している５１

万０２２０円に、１５０万円を加算した金額である２０１万０２２０円を、平成２６年

分決算書「損害保険料」欄に記載して申告している。しかし、本件調査の結果、加算し

た１５０万円に係る損害保険料の支払を証する書類はなく、その支払があった事実は認

められないことから、平成２６年分の損害保険料の金額は、平成２６年分決算書「損害

保険料」欄に記載された金額２０１万０２２０円から、１５０万円を減算した金額５１

万０２２０円である。 

（コ）修繕費                           ６２万８３２４円 

上記金額は、平成２６年分決算書「修繕費」欄に記載された金額と同額である。 

（サ）消耗品費                         １９５万５９０７円 

原告は、平成２６年分決算書「消耗品費」欄に１１１１万５６９１円と記載し、当該

金額を平成２６年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２６年分

の消耗品費の金額は、平成２６年分決算書「消耗品費」欄に記載された金額１１１１万

５６９１円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算し、ｃを加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２６年）の消耗品費の金額に加算して申告した金額 

  ２９０万３０００円 

原告は、本件総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が消耗品費の頁に記載してい

る消耗品費の合計金額８２１万２６９１円に、２９０万３０００円を加算した金額

１１１１万５６９１円を、平成２６年分決算書「消耗品費」欄に記載して申告して

いる。 

しかし、本件調査の結果、加算した２９０万３０００円に係る消耗品費の支払を

証する書類はなく、その支払があった事実が認められないことから、上記２９０万

３０００円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２６年）に現金で支払ったものとして記載されている消耗
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品費                          ６５２万８４０１円 

原告は、平成２６年分の消耗品費のうち、現金で支払ったものとして合計６５２

万８４０１円を本件総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が消耗品費の頁に記載し

ている。しかし、本件総勘定元帳（平成２６年）の当該頁には、月数回、支払った

金額の合計が記載されているにとどまり、各取引の具体的な支払年月日、支払金額

等が個別に記載されていなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、消耗品費に係るものとして別

表１７及び別表１８記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された金額

の合計は６３３万４２１２円であり、本件総勘定元帳（平成２６年）に記載された

消耗品費のうち現金で支払ったものとして記載されている金額の合計６５２万８４

０１円との差額１９万４１８９円は、その支払があった事実が認められないことか

ら、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

また、原告は、平成２６年分の消耗品費に係るものとして別表１７及び別表１８

記載の領収書等を提出したが、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連性

及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、当該領収書等に記

載された金額の合計６３３万４２１２円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に

算入することができない。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した消耗品費            ２７万１６１７円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった消耗品費の合計金

額のうち、科目欄に「消耗品費」と記載しているものの合計である。 

（シ）減価償却費                        １９０万５８３４円 

原告は、平成２６年分決算書「減価償却費」欄に５１３万２４３０円と記載しており、

このうち、３２２万６５９６円は、平成２４年１月に取得したフェラーリ１台及びＢＭ

Ｗ１台並びに平成２２年５月に取得したアルファロメオ１台の各車両に係るものである。 

しかし、本件調査の結果、原告が上記各車両を本件医院の業務の用に供していること

が認められず、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出と

は認められないことから、上記各車両に係る減価償却費は、事業所得の金額の計算上、

必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２６年分の減価償却費の金額は、平成２６年分決算書「減価償却

費」欄に記載された金額５１３万２４３０円から、３２２万６５９６円を減算した金額

１９０万５８３４円である。 

（ス）福利厚生費                         ９０万３０４１円 

原告は、平成２６年分決算書「福利厚生費」欄に９４６万２８８８円と記載し、当該

金額を平成２６年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｄの各事実が認められたことから、平成２６年分

の福利厚生費の金額は、平成２６年分決算書「福利厚生費」欄に記載された金額９４６

万２８８８円から、次のａ～ｃをそれぞれ減算し、ｄを加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２６年）の福利厚生費の金額に加算して申告した金額 

１３０万円 

原告は、本件総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が福利厚生費の頁に記載して
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いる福利厚生費の合計金額８１６万２８８８円に、１３０万円を加算した金額９４

６万２８８８円を、平成２６年分決算書「福利厚生費」欄に記載して申告している。 

しかし、本件調査の結果、加算した１３０万円に係る福利厚生費の支払を証する

書類はなく、その支払があった事実が認められないことから、上記１３０万円は、

事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２６年）に現金で支払ったものとして記載されている福利

厚生費                         ７９８万０５４８円 

原告は、平成２６年分の福利厚生費のうち、現金で支払ったものとして合計７９

８万０５４８円を本件総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が福利厚生費の頁に記

載している。しかし、本件総勘定元帳（平成２６年）の当該頁には、月２回、支払

った金額の合計が記載されているにとどまり、各取引の具体的な支払年月日、支払

金額等が個別に記載されていなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、福利厚生費に係るものとして

別表１９記載の領収書等を提出した。当該領収書等に記載された金額の合計は７９

６万６５１９円であり、本件総勘定元帳（平成２６年）に記載された福利厚生費の

合計７９８万０５４８円との差額１万４０２９円は、その支払があった事実が認め

られないことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

また、原告は、平成２６年分の福利厚生費に係るものとして、別表１９記載の領

収書等を提出したが、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連性及び業務

遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、別表１９の合計金額７９６

万６５１９円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｃ 本件総勘定元帳（平成２６年）にＯ銀行の普通預金口座から支払ったとして記載

している福利厚生費                    １８万２３４０円 

原告は、平成２６年分の福利厚生費のうち、原告名義の預金口座（Ｏ）から支払

ったものとして、合計１８万２３４０円を本件総勘定元帳（平成２６年）の勘定科

目が福利厚生費の頁に記載している。しかし、本件調査の結果、本件医院の業務と

の直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、事

業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｄ 本件金銭出納帳に記載した福利厚生費           ９０万３０４１円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった福利厚生費の合計

金額である。 

（セ）給料賃金                        ２３５７万８６８４円 

原告は、平成２６年分決算書「給料賃金」欄に２９５２万８６８４円と記載して申

告していた。しかし、本件調査の結果、次のａ及びｂの各事実が認められたことから、

平成２６年分の給料賃金の金額は、平成２６年分決算書「給料賃金」欄に記載された

金額２９５２万８６８４円から、次のａを減算し、ｂを加算した金額である。 

ａ 丙の妻に対する給料賃金                    ６００万円 

原告は、丙の妻に対して平成２６年中に６００万円を支払ったとしている。 

しかし、本件調査の結果、丙は、丙の妻名義の預金口座へ平成２６年中に合計６

００万円を振り込んでいたものの、丙の妻が本件医院の業務に従事していた事実は
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認められず、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出

とは認められないことから、上記金額は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算

入することができない。 

ｂ 賞与の金額                            ５万円 

上記金額は、実際に支給した事実が認められるが、平成２６年分の事業所得の金

額の計算上、必要経費に算入されていなかった金額である。 

（ソ）地代家賃                         ７２７万３５２５円 

上記金額は、平成２６年分決算書「地代家賃」欄に記載された金額と同額である。 

（タ）検査料                           １０万９６８９円 

上記金額は、平成２６年分決算書「検査料」欄に記載された金額と同額である。 

（チ）燃料費                           ３１万５２２８円 

上記金額は、平成２６年分決算書「燃料費」欄に記載された金額と同額である。 

（ツ）支払手数料                        ５３６万３８３８円 

原告は、平成２６年分決算書「支払手数料」欄に５７３万８０１８円と記載し、当該

金額を平成２６年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２６年分

の支払手数料の金額は、平成２６年分決算書「支払手数料」欄に記載された金額５７３

万８０１８円から、次のａを減算し、ｂ及びｃをそれぞれ加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２６年）の支払手数料に加算した金額    ４００万円 

原告は、総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が支払手数料の頁に記載している

支払手数料の合計額１７３万８０１８円に、４００万円を加算した金額である５７

３万８０１８円を、平成２６年分決算書「支払手数料」欄に記載して申告している。 

しかし、本件調査の結果、加算した４００万円に係る支払手数料の支払を証する

書類はなく、その支払があった事実が認められないことから、上記金額は、事業所

得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｂ 丙に対して支払った支払手数料                 ３６０万円 

上記金額は、原告が丙に対し、丙が本件医院に係る経理事務に従事した対価とし

て平成２６年中に支払った金額である。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した支払手数料            ２万５８２０円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった支払手数料の合計

金額である。 

（テ）諸会費                          ２７６万０６３９円 

上記金額は、平成２６年分決算書「諸会費」欄に記載された金額２６８万５６３９円

に、原告が同年３月１日にＳ（Ｓ）に支払った２０００円、同年５月３０日にＲ総会に

対して支払った４万円、同年６月１８日にＶに対して支払った３０００円及び同年１０

月２５日にＲに対して支払った３万円の合計７万５０００円を加算した金額である。 

（ト）新聞図書費                         ４１万８６３８円 

上記金額は、平成２６年分決算書「新聞図書費」欄に記載された金額３１万５２２０

円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった新聞図書費の合計金額１０万３

４１８円を加算した金額である。 
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（ナ）雑費                             ２万６４５１円 

原告は、本件総勘定元帳（平成２６年）の勘定科目が雑費の頁に記載されている雑費

の合計金額２万６４５１円に、１０万円を加算した金額である１２万６４５１円を、平

成２６年分決算書「雑費」欄に記載して申告している。 

しかし、本件調査の結果、加算した１０万円に係る雑費の支払を証する書類はなく、

その支払があった事実が認められないことから、上記１０万円は、事業所得の金額の計

算上、必要経費に算入することができない。 

（ニ）青色専従者給与                             ０円 

原告は、平成２６年分決算書「専従者給与」欄に、原告の妻に対して支払ったとして

６４８万円を計上していたが、本件調査の結果、原告の妻が本件医院に係る業務に専従

していたとは認められないことから、上記６４８万円は、事業所得の金額の計算上、必

要経費に算入することができない。 

ウ 青色申告特別控除額                          ６５万円 

原告は、青色申告書を提出することにつき処分行政庁の承認を受けている個人であると

ころ、上記金額は、租税特別措置法２５条の２第３項１号の規定により計算した金額であ

り、平成２６年分決算書「青色申告特別控除額」欄に記載された金額と同額である。 

（２）雑所得の金額                           ５万５８３９円 

上記金額は、平成２６年分所得税等申告書第一表「雑」欄に記載された金額と同額である。 

（３）総所得金額                         ７２２７万４６４６円 

上記金額は、上記（１）の事業所得の金額７２２１万８８０７円及び上記（２）の雑所得

の金額５万５８３９円の合計金額である。 

（４）所得から差し引かれる金額（所得控除）             ３０４万２２５０円 

上記金額は、平成２６年分所得税等申告書第一表「合計」欄に記載された金額と同額であ

る。 

（５）課税される所得金額                     ６９２３万２０００円 

上記金額は、上記（３）の総所得金額７２２７万４６４６円から上記（４）の所得から差

し引かれる金額３０４万２２５０円を控除した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（６）課税される所得金額に対する税額               ２４８９万６８００円 

上記金額は、上記（５）の課税される所得金額６９２３万２０００円に所得税法８９条１

項（平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定を適用して算出した金額である。 

（７）復興特別所得税額                        ５２万２８３２円 

上記金額は、上記（６）の課税される所得金額に対する税額２４８９万６８００円に、復

興財源確保法１３条の規定を適用して計算した金額である。 

（８）所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額           １０３５万４７６２円 

上記金額は、平成２６年分所得税等申告書第一表「所得税及び復興特別所得税の源泉徴収

税額」欄に記載された金額と同額である。 

（９）納付すべき税額                       １５０６万４８００円 

上記金額は、上記（６）の課税される所得金額に対する税額２４８９万６８００円と、上

記（７）の復興特別所得税額５２万２８３２円を合計した金額から、上記（８）の所得税及
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び復興特別所得税の源泉徴収税額１０３５万４７６２円を控除した金額（ただし、復興財源

確保法２４条２項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

２ 更正処分の適法性 

被告が主張する平成２６年分の所得税等に係る課税される所得金額及び納付すべき税額は、

上記１のとおりであるところ、これらの額はいずれも処分行政庁が平成３０年５月１４日付け

で原告に対してした平成２６年分の所得税等の更正処分における課税される所得金額並びに所

得税及び復興特別所得税の申告納税額と同額であるから、同更正処分は適法である。 

第４ 平成２７年分の所得税等 

１ 更正処分の根拠 

（１）事業所得の金額                       ５２３０万９４２４円 

上記金額は、後記アの総収入金額１億５９８７万５２５８円から後記イの必要経費１億０

６９１万５８３４円及び後記ウの青色申告特別控除額６５万円をそれぞれ控除した金額であ

る。 

ア 総収入金額                      １億５９８７万５２５８円 

上記金額は、平成２７年分所得税等申告書第一表「営業等」欄及び平成２７年分決算書

「売上（収入）金額」欄に記載された金額と同額である。 

イ 必要経費                       １億０６９１万５８３４円 

必要経費は、次の（ア）～（ニ）の合計金額である。 

（ア）売上原価                        ５５９４万０４２１円 

上記金額は、平成２７年分決算書「差引原価」欄に記載された金額５５４８万０１０

４円から、次のａを減算し、ｂ及びｃをそれぞれ加算した金額である。 

ａ 株式会社Ｎからの仕入れに係る金額           ４５５万０９１６円 

上記金額は、本件調査の結果、平成２６年１２月に株式会社Ｎから仕入れを行っ

ていたにもかかわらず、誤って本件総勘定元帳（平成２７年）の勘定科目が仕入高

の頁に平成２７年１月２６日に仕入れたとして記載されていたものであり、平成２

６年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することとなる金額である。 

ｂ 株式会社Ｎからの仕入れに係る金額           ４５０万５９５２円 

上記金額は、本件調査の結果、平成２７年１２月に株式会社Ｎから仕入れを行っ

ているにもかかわらず、誤って本件総勘定元帳（平成２８年）の勘定科目が仕入高

の頁に記載されていたものであり、平成２７年分の事業所得の金額の計算上、必要

経費に算入されていなかった金額である。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した売上原価            ５０万５２８１円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった売上原価の合計金

額である。 

（イ）租税公課                          １１万１０００円 

上記金額は、平成２７年分決算書「租税公課」欄に記載された金額と同額である。 

（ウ）荷造運賃                           １万２１５０円 

上記金額は、平成２７年分決算書「荷造運賃」欄に記載された金額と同額である。 

（エ）水道光熱費                            ９１３７円 

上記金額は、平成２７年分決算書「水道光熱費」欄に記載された金額と同額である。 
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（オ）旅費交通費                        １９７万４１８７円 

上記金額は、平成２７年分決算書「旅費交通費」欄に記載された金額１９５万０４０

７円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった旅費交通費の合計金額２万３

７８０円を加算した金額である。 

（カ）通信費                           ５６万２９７９円 

上記金額は、平成２７年分決算書「通信費」欄に記載された金額５０万１６０２円に、

本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった通信費の合計金額６万１３７７円を加

算した金額である。 

（キ）広告宣伝費                        １３８万８９８８円 

原告は、平成２７年分決算書「広告宣伝費」欄に５３８万４７７６円と記載し、当該

金額を平成２７年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していたが、本件調査

の結果、次のａ及びｂの各事実が認められたことから、平成２７年分の広告宣伝費の金

額は、平成２７年分決算書の広告宣伝費欄の５３８万４７７６円から、次のａを減算し、

ｂを加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２７年）に記載がなく、その支払事実が確認できない広告

宣伝費                             ４００万円 

原告は、本件総勘定元帳（平成２７年）の勘定科目が広告宣伝費の頁に記載して

いる広告宣伝費の合計金額１３８万４７７６円に、４００万円を加算した金額であ

る５３８万４７７６円を、平成２７年分決算書「広告宣伝費」欄に記載して申告し

ている。 

しかし、本件調査の結果、加算した４００万円に係る広告宣伝費の支払を証する

書類はなく、その支払があった事実が認められないことから、上記金額は、事業所

得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｂ 本件金銭出納帳（平成２７年）に記載されている広告宣伝費    ４２１２円 

原告は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった広告宣伝費の金額であ

る。 

（ク）接待交際費                               ０円 

原告は、平成２７年分決算書「接待交際費」欄に８７３万５８０９円と記載し、当該

金額を平成２７年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、本件総勘定元帳（平成２７年）の勘定科目が接待交際費の

頁には、各月に支払った金額の合計が記載されているにとどまり、各支払の日付、相手

先、支払場所、支払金額等の具体的な内容が明らかにされておらず、本件医院の業務と

の直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出であった事実が認められない。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、平成２７年分の接待交際費に係る

ものとして別表２１記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された金額の合

計は５１３万５１７９円であり、本件総勘定元帳（平成２７年）の当該頁に記載された

接待交際費の合計８７３万５８０９円との差額３６０万０６３０円は、その支払があっ

た事実が認められないことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することが

できない。 

また、原告は、平成２７年分の接待交際費に係るものとして別表２１記載の合計金額
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５１３万５１７９円の領収書等を提出したが、接待の相手方やその内容等、経費該当性

に係る具体的な事実が明らかでなく、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連

性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、事業所得の金額の計

算上、必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２７年分の接待交際費の金額は、平成２７年分決算書「接待交際

費」欄に記載された金額８７３万５８０９円から、３６０万０６３０円と５１３万５１

７９円をそれぞれ減算した金額０円である。 

（ケ）損害保険料                         ５５万３３８０円 

原告は、本件総勘定元帳（平成２７年）の勘定科目が保険料の頁に記載している損害

保険料の合計金額５５万３３８０円に、１００万円を加算した金額である１５５万３３

８０円を、平成２７年分決算書「損害保険料」欄に記載して申告している。しかし、本

件調査の結果、加算した１００万円に係る損害保険料の支払を証する書類はなく、その

支払があった事実は認められないことから、平成２７年分の損害保険料の金額は、平成

２７年分決算書「損害保険料」欄に記載された金額１５５万３３８０円から、１００万

円を減算した金額５５万３３８０円である。 

（コ）修繕費                           ５２万７６５０円 

上記金額は、平成２７年分決算書「修繕費」欄に記載された金額と同額である。 

（サ）消耗品費                         ２５８万２１９６円 

原告は、平成２７年分決算書「消耗品費」欄に１０２２万２８９７円と記載し、当該

金額を平成２７年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２７年分

の消耗品費の金額は、平成２７年分決算書「消耗品費」欄に記載された金額１０２２万

２８９７円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算し、ｃを加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２７年）に現金で支払ったものとして記載されている消耗

品費                          ８０６万５４５７円 

原告は、平成２７年分の消耗品費のうち、現金で支払ったものとして合計８０６

万５４５７円を本件総勘定元帳（平成２７年）の勘定科目が消耗品費の頁に記載し

ている。しかし、本件総勘定元帳（平成２７年）の当該頁には、月１回、支払った

金額の合計が記載されているにとどまり、各取引の具体的な支払年月日、支払金額

等が個別に記載されていなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、消耗品費に係るものとして別

表２２及び別表２３記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された金額

の合計は８０５万９１６８円であり、本件総勘定元帳（平成２７年）の当該頁に現

金で支払ったものとして記載されている消耗品費の金額の合計８０６万円５４５７

円との差額６２８９円は、その支払があった事実が認められないことから、事業所

得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

また、原告は、平成２７年分の消耗品費に係るものとして別表２２及び別表２３

記載の領収書等を提出したが、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連性

及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、当該領収書等に記

載された金額の合計８０５万９１６８円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に
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算入することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２７年）にＯ銀行の普通預金口座から支払ったとして記載

している消耗品費                     １４万８４４７円 

原告は、平成２７年分の消耗品費のうち、原告名義の預金口座（Ｏ）から支払っ

たものとして、合計２１５万７４４０円を本件総勘定元帳（平成２７年）の勘定科

目が消耗品費の頁に記載している。しかし、そのうち別表２４記載の合計１４万８

４４７円については、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連性及び業務

遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、事業所得の金額の計算上、

必要経費に算入することができない。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した消耗品費            ５７万３２０３円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった消耗品費の合計金

額のうち、科目欄に「消耗品費」と記載しているものの合計である。 

（シ）減価償却費                        １６７万８０１０円 

原告は、平成２７年分決算書「減価償却費」欄に４９０万０４３３円と記載してお

り、このうち、３２２万２４２３円は、平成２４年１月に取得したフェラーリ１台及び

ＢＭＷ１台並びに平成２２年５月に取得したアルファロメオ１台の各車両に係るもので

ある。 

しかし、本件調査の結果、原告が上記各車両を本件医院の業務の用に供していること

が認められず、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出と

は認められないことから、上記各車両に係る減価償却費は、事業所得の金額の計算上、

必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２７年分の減価償却費の金額は、平成２７年分決算書「減価償却

費」欄に記載された金額４９０万０４３３円から、３２２万２４２３円を減算した金額

１６７万８０１０円である。 

（ス）福利厚生費                         ９４万３６９４円 

原告は、平成２７年分決算書「福利厚生費」欄に６０９万０９０８円と記載し、当該

金額を平成２７年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ及びｂの各事実が認められたことから、平成２７年

分の福利厚生費の金額は、平成２７年分決算書「福利厚生費」欄に記載された金額６０

９万０９０８円から、次のａを減算し、ｂを加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２７年）に記載されている福利厚生費 

６０９万０９０８円 

原告は、平成２７年分の福利厚生費として、合計６０９万０９０８円を本件総勘

定元帳（平成２７年）の勘定科目が福利厚生費の頁に記載している。しかし、本件

総勘定元帳（平成２７年）の当該頁には、月１回、支払った金額の合計が記載され

ているにとどまり、各取引の具体的な支払年月日、支払金額等が個別に記載されて

いなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、福利厚生費に係るものとして

別表２５記載の領収書等を提出した。当該領収書等に記載された金額の合計は６６

５万７９１０円であり、本件総勘定元帳（平成２７年）に記載された福利厚生費の
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合計金額６０９万０９０８円を上回るものである。 

しかし、本件調査の結果、別表２５記載の領収書等に係る支出は、本件医院の業

務との直接の関連性及び業務遂行所の必要性がある支出とは認められないことか

ら、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｂ 本件金銭出納帳に記載した福利厚生費           ９４万３６９４円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった福利厚生費の合計

金額である。 

（セ）給料賃金                        ２３６４万３３８６円 

原告は、平成２７年分決算書「給料賃金」欄に２９６４万３３８６円と記載して申告

しており、このうち６００万円は、丙の妻に対して平成２７年中に支払ったとする金額

である。 

しかし、本件調査の結果、原告は、丙の妻名義の預金口座に６００万円を振り込んで

いたものの、丙の妻が本件医院の業務に従事していた事実は認められず、業務との直接

の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、上記６００万

円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２７年分の給料賃金の金額は、平成２７年分決算書「給料賃金」欄

に記載された金額２９６４万３３８６円から、上記６００万円を減算した金額２３６４

万３３８６円である。 

（ソ）地代家賃                         ８９６万８５０７円 

上記金額は、平成２７年分決算書「地代家賃」欄に記載された金額と同額である。 

（タ）検査料                           １１万２４０３円 

上記金額は、平成２７年分決算書「検査料」欄に記載された金額と同額である。 

（チ）燃料費                           ３２万３５２２円 

上記金額は、平成２７年分決算書「燃料費」欄に記載された金額と同額である。 

（ツ）支払手数料                        ３５２万５５７３円 

原告は、平成２７年分決算書「支払手数料」欄に５１６万８００８円と記載し、当該

金額を平成２７年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｄの各事実が認められたことから、平成２７年分

の支払手数料の金額は、平成２７年分決算書「支払手数料」欄に記載された金額５１６

万８００８円から、次のｂを減算し、ａ、ｃ及びｄをそれぞれ加算した金額である。 

ａ 平成２７年分決算書と本件総勘定元帳（平成２７年）における各支払手数料の額

の差額                             ４００万円 

上記金額は、平成２７年分決算書「支払手数料」欄に記載された金額５１６万８

００８円と本件総勘定元帳（平成２７年）の勘定科目が支払手数料の頁に記載され

た支払手数料の合計額９１６万８００８円の差額である。 

ｂ 株式会社Ｈに対して支払った支払手数料         ９０７万２０００円 

上記金額は、原告が株式会社Ｈに対して平成２７年中に支払ったとする金額であ

るが、本件調査の結果、原告は、株式会社Ｈ名義の預金口座へ平成２７年中に上記

金額を振り込んでいたものの、株式会社Ｈが本件医院に関する業務を行っていたと

は認められないことから、上記金額は、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入
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することができない。 

ｃ 丙に対して支払った支払手数料                 ３３６万円 

上記金額は、原告が丙に対し、丙が本件医院に係る経理事務に従事した対価とし

て平成２７年中に支払った金額である。 

ｄ 本件金銭出納帳に記載した支払手数料            ６万９５６５円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった支払手数料の合計

金額である。 

（テ）諸会費                          ３６０万６３９２円 

上記金額は、平成２７年分決算書「諸会費」欄に記載された金額３５３万４１３２円

に、原告が同年２月２１日にＷに支払った１万円、同年３月１４日にＳ（Ｓ）に支払っ

た２０００円、同年５月２９日にＲ総会に支払った４万円及び同年６月８日にＲ大阪地

方会に対して支払った２万０２６０円の合計７万２２６０円を加算した金額である。 

（ト）新聞図書費                         ４３万０６５９円 

上記金額は、平成２７年分決算書「新聞図書費」欄に記載された金額３６万６９８２

円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった新聞図書費の合計金額６万３６

７７円を加算した金額である。 

（ナ）雑費                             ２万１６００円 

原告は、本件総勘定元帳（平成２７年）の勘定科目が雑費の頁に記載されている雑費

の合計金額２万１６００円に、７万９６５５円を加算した金額である１０万１２５５円

を、平成２７年分決算書「雑費」欄に記載して申告している。 

しかし、本件調査の結果、加算した７万９６５５円に係る雑費の支払を証する書類は

なく、その支払があった事実が認められないことから、平成２７年分の雑費の合計は、

上記１０万１２２５円から、７万９６５５円を減算した金額２万１６００円である。 

（ニ）青色専従者給与                             ０円 

原告は、平成２７年分決算書「専従者給与」欄に、原告の妻に対して支払ったとして

６４８万円を計上していたが、本件調査の結果、原告の妻が本件医院に係る業務に専従

していたとは認められないことから、上記６４８万円は、事業所得の金額の計算上、必

要経費に算入することができない。 

ウ 青色申告特別控除額                          ６５万円 

原告は、青色申告書を提出することにつき処分行政庁の承認を受けている個人であると

ころ、上記金額は、租税特別措置法２５条の２第３項１号の規定により計算した金額であ

り、平成２７年分決算書「青色申告特別控除額」欄に記載された金額と同額である。 

（２）雑所得の金額                           ５万７２８３円 

上記金額は、平成２７年分所得税等申告書第一表「雑」欄に記載された金額と同類であ

る。 

（３）総所得金額                         ５２３６万６７０７円 

上記金額は、上記（１）の事業所得の金額５２３０万９４２４円及び上記（２）の雑所得

の金額５万７２８３円の合計金額である。 

（４）所得から差し引かれる金額（所得控除）             ２９４万５７６０円 

上記金額は、平成２７年分所得税等申告書第一表「合計」欄に記載された金額と同額であ
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る。 

（５）課税される所得金額                         ４９４２万円 

上記金額は、上記（３）の総所得金額５２３６万６７０７円から上記（４）の所得から差

し引かれる金額２９４万５７６０円を控除した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（６）課税される所得金額に対する税額               １７４４万３０００円 

上記金額は、上記（５）の課税される所得金額４９４２万円に所得税法８９条１項の規定

を適用して算出した金額である。 

（７）復興特別所得税額                        ３６万６３０３円 

上記金額は、上記（６）の課税される所得金額に対する税額１７４４万３０００円に、復

興財源確保法１３条の規定を適用して計算した金額である。 

（８）所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額            ９１０万４００７円 

上記金額は、平成２７年分所得税等申告書第一表「所得税及び復興特別税の源泉徴収税

額」欄に記載された金額と同額である。 

（９）納付すべき税額                        ８７０万５２００円 

上記金額は、上記（６）の課税される所得金額に対する税額１７４４万３０００円と、上

記（７）の復興特別所得税額３６万６３０３円を合計した金額から、上記（８）の所得税及

び復興特別所得税の源泉徴収税額９１０万４００７円を控除した金額（ただし、復興財源確

保法２４条２項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

２ 更正処分の適法性 

被告が主張する平成２７年分の所得税等に係る課税される所得金額及び納付すべき税額は、

上記１のとおりであるところ、これらの額はいずれも処分行政庁が平成３０年５月１４日付け

で原告に対してした平成２７年分の所得税等の更正処分における課税される所得金額並びに所

得税及び復興特別所得税の申告納税額と同額であるから、同更正処分は適法である。 

第５ 平成２８年分の所得税等 

 １ 更正処分の根拠 

 （１）事業所得の金額                      ４２４５万３５４４円 

上記金額は、後記アの総収入金額１億３４７３万１１０９円から後記イの必要経費９１６

２万７５６５円及び後記ウの青色申告特別控除額６５万円をそれぞれ控除した金額である。 

ア 総収入金額                      １億３４７３万１１０９円 

上記金額は、平成２８年分所得税等申告書第一表「営業等」欄及び平成２８年分決算書

「売上（収入）金額」欄に記載された金額と同額である。 

イ 必要経費                         ９１６２万７５６５円 

必要経費は、次の（ア）～（ニ）の合計金額である。 

（ア）売上原価                        ４７２０万５６６９円 

上記金額は、平成２８年分決算書「差引原価」欄に記載された金額４８１７万５１０

４円から、次のａを減算し、ｂ及びｃをそれぞれ加算した金額である。 

ａ 株式会社Ｎからの仕入れに係る金額           ４５０万５９５２円 

上記金額は、本件調査の結果、平成２７年１２月に株式会社Ｎから仕入れを行っ

ているにもかかわらず、誤って本件総勘定元帳（平成２８年）の勘定科目が仕入高
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の頁に平成２８年１月２６日に仕入れたとして記載されていたものであり、平成２

７年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することとなる金額である。 

ｂ 株式会社Ｎからの仕入れに係る金額           ３１１万０５５５円 

上記金額は、本件調査の結果、平成２８年１２月に株式会社Ｎから仕入を行って

いるにもかかわらず、本件総勘定元帳（平成２８年）の勘定科目が仕入高の頁に記

載がなく、平成２８年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入されていなか

った金額である。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した売上原価            ４２万５９６２円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった売上原価の合計金

額である。 

（イ）租税公課                          １５万５０００円 

上記金額は、平成２８年分決算書「租税公課」欄に記載された金額と同額である。 

（ウ）荷造運賃                           １万８６４０円 

上記金額は、平成２８年分決算書「荷造運賃」欄に記載された金額と同額である。 

（エ）水道光熱費                            ８９４０円 

上記金額は、平成２８年分決算書「水道光熱費」欄に記載された金額と同額である。 

（オ）旅費交通費                         ３４万９０４０円 

上記金額は、平成２８年分決算書「旅費交通費」欄に記載された金額３３万３５４０

円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった旅費交通費の合計金額１万５５

００円を加算した金額である。 

（カ）通信費                           ５２万２６３０円 

上記金額は、平成２８年分決算書「通信費」欄に記載された金額４７万１６３２円

に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった通信費の合計金額５万０９９８円

を加算した金額である。 

（キ）広告宣伝費                        １１３万８４２８円 

上記金額は、平成２８年分決算書「広告宣伝費」欄に記載された金額と同額である。 

（ク）接待交際費                               ０円 

原告は、平成２８年分決算書「接待交際費」欄に３０万７７７４円と記載し、当該金

額を平成２８年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、本件総勘定元帳（平成２８年）の勘定科目が接待交際費の

頁には、各月に支払った金額の合計が記載されているにとどまり、各支払の日付、相手

先、支払場所、支払金額等の具体的な内容が明らかにされておらず、本件医院の業務と

の直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出であった事実が認められない。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、平成２８年分の接待交際費に係る

ものとして別表２６及び別表２７記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載さ

れた金額の合計は２２４万０５７３円であり、本件総勘定元帳（平成２８年）の当該頁

に記載された接待交際費の合計３０万７７７４円を上回るものである。しかし、接待の

相手方やその内容等、経費該当性に係る具体的な事実が明らかでなく、本件調査の結

果、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められ

ないことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 
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（ケ）損害保険料                         ６８万０７６０円 

上記金額は、平成２８年分決算書「損害保険料」欄に記載された金額と同額である。 

（コ）修繕費                            ４万８６００円 

上記金額は、平成２８年分決算書「修繕費」欄に記載された金額と同額である。 

（サ）消耗品費                         １３７万７８９４円 

原告は、平成２８年分決算書「消耗品費」欄に７２３万７１４２円と記載し、当該金

額を平成２８年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２８年分

の消耗品費の金額は、平成２８年分決算書「消耗品費」欄に記載された金額７２３万７

１４２円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算し、ｃを加算した金額である。 

ａ 本件総勘定元帳（平成２８年）に現金で支払ったものとして記載されている消耗

品費                          ６２２万１３１０円 

原告は、平成２８年分の消耗品費のうち、現金で支払ったものとして合計６２２

万１３１０円を本件総勘定元帳（平成２８年）の勘定科目が消耗品費の頁に記載し

ている。しかし、本件総勘定元帳（平成２８年）の当該頁には、月１回、支払った

金額を２区分に合計し、その区分ごとの合計が記載されているにとどまり、各取引

の具体的な支払年月日、支払金額等が個別に記載されていなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、消耗品費に係るものとして別

表２８及び別表２９記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された金額

の合計は６１６万８３００円であり、本件総勘定元帳（平成２８年）の当該頁に現

金で支払ったものとして記載されている消耗品費の金額の合計６２２万１３１０円

との差額５万３０１０円は、その支払があった事実が認められないことから、事業

所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

また、原告は、平成２８年分の接待交際費に係るものとして別表２８及び別表２

９記載の領収書等を提出したが、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連

性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことから、当該領収書等に

記載された金額の合計６１６万８３００円は、事業所得の金額の計算上、必要経費

に算入することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２８年）にＯ銀行の普通預金口座から支払ったとして記載

している消耗品費                      ６万６０００円 

原告は、平成２８年分の消耗品費のうち、原告名義の預金口座（Ｏ）から支払っ

たものとして、合計１０１万５８３２円を本件総勘定元帳（平成２８年）の勘定科

目が消耗品費の頁に記載している。しかし、そのうち別表３０記載の６万６０００

円については、本件調査の結果、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上

の必要性がある支出とは認められないことから、事業所得の金額の計算上、必要経

費に算入することができない。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した消耗品費            ４２万８０６２円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった消耗品費の合計金

額のうち、科目欄に「消耗品費」と記載しているものの合計である。 

（シ）減価償却費                        １６３万３５４２円 



61 

原告は、平成２８年分決算書「減価償却費」欄に４３３万９０４７円と記載してお

り、このうち、２７０万５５０５円は、平成２８年４月に取得したフェラーリ１台及び

平成２４年１月に取得したＢＭＷ１台の各車両に係るものである。 

しかし、本件調査の結果、原告が上記各車両を本件医院の業務の用に供していること

が認められず、本件医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出と

は認められないことから、上記各車両に係る減価償却費は、事業所得の金額の計算上、

必要経費に算入することができない。 

したがって、平成２８年分の減価償却費の金額は、平成２８年分決算書「減価償却

費」欄に記載された金額４３３万９０４７円から、２７０万５５０５円を減算した金額

１６３万３５４２円である。 

（ス）福利厚生費                         ８４万６０７７円 

原告は、平成２８年分決算書「福利厚生費」欄に６３７万７６４５円と記載し、当該

金額を平成２８年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２８年分

の福利厚生費の金額は、平成２８年分決算書「福利厚生費」欄に記載された金額６３７

万７６４５円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算し、ｃを加算した金額である。 

ａ 総勘定元帳（平成２８年）に現金で支払ったものとして記載されている福利厚生

費                           ６１１万４１２５円 

原告は、平成２８年分の福利厚生費のうち、現金で支払ったものとして合計６１

１万４１２５円を本件総勘定元帳（平成２８年）の勘定科目が福利厚生費の頁に記

載している。しかし、本件総勘定元帳（平成２８年）の当該頁には、月１回、支払

った金額の合計が記載されているにとどまり、各取引の具体的な支払年月日、支払

金額等が個別に記載されていなかった。 

この点に関し、原告は、本件調査担当職員に対し、平成２８年分の福利厚生費に

係るものとして別表３１記載の領収書等を提出したが、当該領収書等に記載された

金額の合計は６１５万３６２４円であり、本件総勘定元帳（平成２８年）に記載さ

れた福利厚生費の合計金額６１１万４１２５円を上回るものである。 

しかし、本件調査の結果、別表３１記載の領収書等に係る支出は、本件医院の業

務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められないことか

ら、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｂ 本件総勘定元帳（平成２８年）にＯ銀行の普通預金口座から支払ったとして記載

している接待交際費                    ２６万３５２０円 

原告は、平成２８年分の接待交際費のうち、原告名義の預金口座（Ｏ）から支払

ったものとして、合計２６万３５２０円を本件総勘定元帳（平成２８年）の勘定科

目が福利厚生費の頁に記載している。しかし、本件調査の結果、上記金額は、本件

医院の業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは認められない

ことから、事業所得の金額の計算上、必要経費に算入することができない。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した福利厚生費           ８４万６０７７円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった福利厚生費の合計

金額である。 
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（セ）給料賃金                        ２４４０万１３３９円 

原告は、平成２８年分決算書「給料賃金」欄に３１９０万１３３９円と記載してい

る。しかし、本件調査の結果、次のａ及びｂの各事実が認められたことから、平成２８

年分の給料賃金の金額は、平成２８年分決算書「給料賃金」欄に記載された金額３１９

０万１３３９円から、次のａ及びｂをそれぞれ減算した金額である。 

ａ 丙の妻に対して支払った給料賃金                ３５０万円 

上記金額は、原告が丙の妻に対して平成２８年中に支払ったとする給料の金額で

ある。しかし、本件調査の結果、原告は、丙の妻名義の預金口座へ平成２８年中に

合計３５０万円を振り込んでいたものの、丙の妻が本件医院の業務に従事していた

事実は認められず、業務との直接の関連性及び業務遂行上の必要性がある支出とは

認められないことから、上記３５０万円は、事業所得の金額の計算上、必要経費に

算入することができない。 

ｂ 原告が原告名義の預金口座に振り込んだ給料賃金         ４００万円 

上記金額は、平成２８年９月２９日、原告が原告名義の預金口座（Ｐ）から、原

告名義の預金口座（Ｏ）に４００万円を振り込んでいるものであり、給料賃金とし

て支払った事実は認められない。 

（ソ）地代家賃                         ８１３万０４５３円 

上記金額は、平成２８年分決算書「地代家賃」欄に記載された金額と同額である。 

（タ）検査料                            ８万２４７０円 

上記金額は、平成２８年分決算書「検査料」欄に記載された金額と同額である。 

（チ）燃料費                           ３０万９８５０円 

上記金額は、平成２８年分決算書「燃料費」欄に記載された金額と同額である。 

（ツ）支払手数料                        １３９万９３０１円 

原告は、平成２８年分決算書「支払手数料」欄に５４１万９０００円と記載し、当該

金額を平成２８年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

しかし、本件調査の結果、次のａ～ｃの各事実が認められたことから、平成２８年分

の支払手数料の金額は、平成２８年分決算書「支払手数料」欄に記載された金額５４１

万９０００円から、次のａを減算し、ｂ及びｃをそれぞれ加算した金額である。 

ａ 株式会社Ｈに対して支払った支払手数料         ５２９万２０００円 

上記金額は、原告が株式会社Ｈに対して平成２８年中に支払ったとする金額であ

るが、本件調査の結果、原告は、株式会社Ｈ名義の預金口座へ平成２８年中に合計

５２９万２０００円を振り込んでいたものの、株式会社Ｈが本件医院に関する業務

を行っていたとは認められないことから、上記金額は、事業所得の金額の計算上、

必要経費に算入することができない。 

ｂ 丙に対して支払った支払手数料                 １２０万円 

上記金額は、原告が丙に対し、丙が本件医院に係る経理事務に従事した対価とし

て平成２８年中に支払った金額である。 

ｃ 本件金銭出納帳に記載した支払手数料            ７万２３０１円 

上記金額は、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった支払手数料の合計

金額である。 
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（テ）諸会費                          ２９５万０６５２円 

上記金額は、平成２８年分決算書「諸会費」欄に記載された金額２９０万９７２２円

に、原告が同年２月１３日にＳ（Ｓ）に支払った２０００円、同年１０月２２日に第６

７回●●大会に支払った３万円及び同年１２月１日にＲに対して支払った８９３０円の

合計４万０９３０円を加算した金額である。 

（ト）新聞図書費                         ３４万９２７２円 

上記金額は、平成２８年分決算書「新聞図書費」欄に記載された金額２９万８５４２

円に、本件金銭出納帳に個別の取引に係る記載があった新聞図書費の合計金額９７９８

円及び原告が同年９月２１日に株式会社Ｘに支払った４万０９３２円を加算した金額で

ある。 

（ナ）雑費                             １万９００８円 

上記金額は、平成２８年分決算書「雑費」欄に記載された金額と同額である。 

（ニ）青色専従者給与                             ０円 

原告は、平成２８年分決算書「専従者給与」欄に、原告の妻に対して支払ったとして

６４８万円を計上していたが、本件調査の結果、原告の妻が本件医院に係る業務に専従

していたとは認められないことから、上記６４８万円は、事業所得の金額の計算上、必

要経費に算入することができない。 

ウ 青色申告特別控除額                          ６５万円 

原告は、青色申告書を提出することにつき処分行政庁の承認を受けている個人であると

ころ、上記金額は、租税特別措置法２５条の２第３項１号の規定により計算した金額であ

り、平成２８年分決算書「青色申告特別控除額」欄に記載された金額と同額である。 

（２）総所得金額                         ４２４５万３５４４円 

上記金額は、上記（１）の事業所得の金額４２４５万３５４４円と同額である。 

（３）所得から差し引かれる金額（所得控除）             ３１９万５７６０円 

上記金額は、平成２８年分所得税等申告書第一表「合計」欄に記載された金額と同額であ

る。 

（４）課税される所得金額                    ３９２５万円７０００円 

上記金額は、上記（２）の総所得金額４２４５万３５４４円から上記（３）の所得から差

し引かれる金額３１９万５７６０円を控除した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（５）課税される所得金額に対する税額               １２９０万６８００円 

上記金額は、上記（４）の課税される所得金額３９２５万７０００円に所得税法８９条１

項の規定を適用して算出した金額である。 

（６）復興特別所得税額                        ２７万１０４２円 

上記金額は、上記（５）の課税される所得金額に対する税額１２９０万６８００円に、復

興財源確保法１３条の規定を適用して計算した金額である。 

（７）所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額            ７５４万５４９４円 

上記金額は、平成２８年分所得税等申告書第一表「所得税及び復興特別税の源泉徴収税

額」欄に記載された金額と同額である。 

（８）納付すべき税額                        ５６３万２３００円 
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上記金額は、上記（４）の課税される所得金額に対する税額１２９０万６８００円と、上

記（６）の復興特別所得税額２７万１０４２円を合計した金額から、上記（７）の所得税及

び復興特別所得税の源泉徴収税額７５４万５４９４円を控除した金額（ただし、復興財源確

保法２４条２項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

２ 更正処分の適法性 

被告が主張する平成２８年分の所得税等に係る課税される所得金額及び納付すべき税額は、

上記１のとおりであるところ、これらの額はいずれも処分行政庁が平成３０年５月１４日付け

で原告に対してした平成２８年分の所得税等の更正処分における課税される所得金額並びに所

得税及び復興特別所得税の申告納税額と同額であるから、同更正処分は適法である。 

第６ 本件各賦課決定処分の適法性 

１ 過少申告加算税及び重加算税に係る法令の定め 

（１）過少申告加算税 

通則法６５条１項は、期限内申告書が提出された場合において、修正申告書の提出又は更

正があったときは、当該納税者に対し、その修正又は更正に基づき同法３５条２項の規定に

より納付すべき税額に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に相当する過少申告加算

税を課する旨定める。 

（２）重加算税 

通則法６８条１項は、同法６５条１項（過少申告加算税）の規定に該当する場合におい

て、納税者がその国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部

を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出し

ていたときは、当該納税者に対し、政令で定めるところにより、過少申告加算税の額の計算

の基礎となるべき税額に係る過少申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に１００分の

３５の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税を課する旨規定する。 

そして、通則法６８条１項の委任を受けた通則法施行令２８条１項は、通則法６８条１項

（重加算税）に規定する隠ぺいし、又は仮装されていない事実に基づく税額として政令で定

めるところにより計算した金額は、過少申告加算税の額の計算の基礎となるべき税額のうち

当該事実のみに基づいて修正申告書の提出又は更正があったものとした場合におけるその申

告又は更正に基づき通則法３５条２項（申告納税方式による国税等の納付）の規定により納

付すべき税額とする旨定める。 

２ 平成２４年分の所得税に係る過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分は適法であること 

（１）本件についてのあてはめ 

ア 有限会社Ⅰに対して支払った宣伝広告費 

前記第１の１（１）イ（キ）で述べたとおり、原告は、有限会社Ⅰ名義の預金口座に対

して、平成２４年中に合計６００万円を振り込み、丙に対して当該金額を事業所得の計算

上必要経費に算入するよう指示した上で、所得税の確定申告を行っていた。 

しかし、原告は、本件調査において、本件調査担当職員に対し、有限会社Ⅰとの取引を

証する書類を一切提示しなかった。 

また、有限会社Ⅰの代表者であるＪは、原告と有限会社Ⅰとの間には何ら取引関係はな

い旨供述しており（乙１５）、有限会社Ⅰは本件医院に係る業務を行っていなかったこと

が認められる。 
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イ 株式会社Ｈに対して支払った支払手数料 

前記第１の１（１）イ（ツ）で述べたとおり、原告は、株式会社Ｈ名義の預金口座に対

して平成２４年中に合計６００万円を振り込み、丙に対して当該金額を事業所得の金額の

計算上必要経費に算入するよう指示した上で、所得税の確定申告を行っていた。 

しかし、原告は、本件調査において、本件調査担当職員に対し、株式会社Ｈとの取引を

証する書類を一切提示しなかった。 

また、丙は、原告と株式会社Ｈとの間には取引関係はない旨供述しており（乙１）、株

式会社Ｈは本件医院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

ウ 小括 

以上のとおり、原告は、丙に対し、上記ア及びイの各支払について、何ら取引がなかっ

たにもかかわらず、これを必要経費として計上した本件総勘定元帳（平成２４年）を作成

させ、これに基づいて平成２４年分所得税申告書を作成し、奈良税務署長に提出したので

あるから、このことは、通則法６８条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のも

の）に該当するというべきである。 

したがって、平成２４年分の所得税に係る更正処分により新たに納付すべき税額のう

ち、上記ア及びイの必要経費を過大に計上していた部分以外の事実に基づいて計算した納

付すべき税額に対し過少申告加算税が課され、その余の納付すべき税額に対し、重加算税

が課されることとなる。 

（２）過少申告加算税及び重加算税の計算の基礎となる税額 

ア 新たに納付すべき税額                   ２１２４万２７００円 

上記金額は、前記第１の１（８）で述べた納付すべき税額１２４９万０２００円から、

平成２４年分所得税申告書第一表「申告納税額」欄に記載された金額△８７５万２５７４

円を減算し、通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てたものであ

る。 

イ 過少申告加算税の計算の基礎となる税額           １６４４万２７００円 

上記金額は、前記第１の１（３）で述べた総所得金額６５１０万８４９６円から、上記

（１）アの宣伝広告費の減算に伴って増加する事業所得６００万円及び上記（１）イの支

払手数料の減算に伴って増加する事業所得６００万円の合計１２００万円を控除した残額

５３１０万８４９６円について、通則法施行令２８条１項に基づいて計算した税額であ

る。 

ウ 重加算税の計算の基礎となる税額                   ４８０万円 

上記金額は、上記アから上記イを控除した金額である。 

（３）過少申告加算税の額                      ２４１万１０００円 

上記金額は、①上記（２）イの過少申告加算税の計算の基礎となる税額１６４４万２７０

０円を基礎として、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額１

６４４万円に対し、通則法６５条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のもの）の規

定により１００分の１０の割合を乗じて計算した金額１６４万４０００円と、②上記１６４

４万２７００円のうち期限内申告税額に相当する税額１１０万０７３０円を超える部分に相

当する税額１５３４万１９７０円について、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の

端数を切り捨てた金額１５３４万円に対し、通則法６５条２項（平成２８年法律第１５号に
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よる改正前のもの）の規定により１００分の５を乗じて計算した金額７６万７０００円とを

合計した金額である。 

（４）重加算税の額                             １６８万円 

上記金額は、上記（２）ウの重加算税の計算の基礎となる税額４８０万円を基礎として、

通則法６８条１項の規定により１００分の３５の割合を乗じた金額である。 

（５）過少申告加算税及び重加算税賦課決定処分の適法性 

平成２４年分の所得税に係る過少申告加算税及び重加算税の額は、それぞれ上記（３）及

び（４）のとおりであるところ、これらの額は、いずれも処分行政庁が平成３０年５月１４

日付けで原告に対してした平成２４年分の所得税に係る加算税の賦課決定処分における過少

申告加算税及び重加算税の額と同額であるから、同賦課決定処分は適法である。 

３ 平成２５年分の所得税等に係る過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分は適法であるこ

と 

（１）本件についてのあてはめ 

ア 有限会社Ⅰに対して支払った宣伝広告費 

前記第２の１（１）イ（キ）ａで述べたとおり、原告は、有限会社Ⅰ名義の預金口座に

対して、平成２５年中に合計１２０万円を振り込み、丙に対して当該金額を事業所得の計

算上必要経費に算入するよう指示した上で、所得税の確定申告を行っていた。 

しかし、上記２（１）アで述べたとおり、原告と有限会社Ⅰとの間には何ら取引関係は

なく、有限会社Ⅰは本件医院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

イ 株式会社Ｈに対して支払った支払手数料 

前記第２の１（１）イ（キ）ｂ及び同（チ）ａで述べたとおり、原告は、株式会社Ｈ名

義の預金口座に対して平成２５年中に広告宣伝費１７０万円及び支払手数料６３０万円の

合計８００万円を振り込み、丙に対して当該金額を事業所得の金額の計算上必要経費に算

入するよう指示した上で、所得税等の確定申告を行っていた。 

しかし、上記２（１）イで述べたとおり、原告と株式会社Ｈとの間には取引関係はな

く、株式会社Ｈは本件医院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

ウ 丙の妻に対して支払った給料賃金 

前記第２の１（１）イ（セ）で述べたとおり、原告は、丙の妻名義の預金口座に対し

て、平成２５年中に合計５００万円を振り込んでいる。 

しかし、丙の供述によれば、原告と丙の妻との間には雇用関係はなく、丙の妻は本件医

院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

エ 小括 

以上のとおり、原告は、丙に対し、上記ア～ウの各支払について、何ら取引がなかった

にもかかわらず、これを必要経費として計上した本件総勘定元帳（平成２５年）を作成さ

せ、これに基づいて平成２５年分所得税等申告書を作成し、奈良税務署長に提出したので

あるから、このことは、通則法６８条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のも

の）に該当するというべきである。 

したがって、平成２５年分の所得税等に係る更正処分により新たに納付すべき税額のう

ち、上記ア～ウの必要経費を過大に計上していた部分以外の事実に基づいて計算した納付

すべき税額に対し過少申告加算税が課され、その余の納付すべき税額に対し、重加算税が
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課されることとなる。 

（２）過少申告加算税及び重加算税の計算の基礎となる税額 

ア 新たに納付すべき税額                   ２７０７万１９００円 

上記金額は、前記第２の１（９）で述べた納付すべき税額１７７４万８２００円から、

平成２５年分所得税等申告書第一表「所得税及び復興特別所得税の申告納税額」欄に記載

された金額△９３２万３７６４円を減算し、通則法１１９条１項の規定により１００円未

満の端数を切り捨てたものである。 

イ 過少申告加算税の計算の基礎となる税額           ２１２７万２６００円 

上記金額は、前記第２の１（３）で述べた総所得金額７８８４万７８４１円から、上記

（１）アの宣伝広告費の減算に伴って増加する事業所得１２０万円、上記（１）イの広告

宣伝費及び支払手数料の減算に伴って増加する事業所得８００万円並びに上記（１）ウの

給料賃金の減算に伴って増加する事業所得５００万円の合計１４２０万円を控除した残額

６４６４万７８４１円について、通則法施行令２８条１項に基づいて計算した税額であ

る。 

ウ 重加算税の計算の基礎となる税額               ５７９万９３００円 

上記金額は、上記アから上記イを控除した金額である。 

（３）過少申告加算税の額                      ３１３万６０００円 

上記金額は、①上記（２）イの過少申告加算税の計算の基礎となる税額２１２７万２６０

０円を基礎として、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額２

１２７万円に対し、通則法６５条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のもの）の規

定により１００分の１０の割合を乗じて計算した金額２１２万７０００円と、②上記２１２

７万２６００円のうち期限内申告税額に相当する税額１０８万５０９８円を超える部分に相

当する税額２０１８万７５０２円について、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の

端数を切り捨てた金額２０１８万円に対し、通則法６５条２項（平成２８年法律第１５号に

よる改正前のもの）の規定により１００分の５を乗じて計算した金額１００万９０００円と

を合計した金額である。 

（４）重加算税の額                         ２０２万６５００円 

上記金額は、上記（２）ウの重加算税の計算の基礎となる税額５７９万９３００円を基礎

として、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額５７９万円に

対し、通則法６８条１項の規定により１００分の３５の割合を乗じた金額である。 

（５）過少申告加算税及び重加算税賦課決定処分の適法性 

平成２５年分の所得税等に係る過少申告加算税及び重加算税の額は、それぞれ上記（３）

及び（４）のとおりであるところ、これらの額は、いずれも処分行政庁が平成３０年５月１

４日付けで原告に対してした平成２５年分の所得税等に係る加算税の賦課決定処分における

過少申告加算税及び重加算税の額と同額であるから、同賦課決定処分は適法である。 

４ 平成２６年分の所得税等に係る過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分は適法であるこ

と 

（１）本件についてのあてはめ 

ア 株式会社Ｈに対して支払った宣伝広告費 

前記第３の１（１）イ（キ）で述べたとおり、原告は、株式会社Ｈ名義の預金口座に対
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して平成２６年中に合計８９０万４０００円を振り込み、丙に対して当該金額を事業所得

の金額の計算上必要経費に算入するよう指示した上で、所得税の確定申告を行っていた。 

しかし、上記２（１）イで述べたとおり、原告と株式会社Ｈとの間には、取引関係はな

く、株式会社Ｈは本件医院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

イ 丙の妻に対して支払った給料賃金 

前記第３の１（１）イ（セ）ａで述べたとおり、原告は、丙の妻名義の預金口座に対し

て、平成２６年中に合計６００万円を振り込んでいる。 

しかし、丙の供述によれば、原告と丙の妻との間には雇用関係はなく、丙の妻は本件医

院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

ウ 小括 

以上のとおり、原告は、丙に対し、上記ア及びイの各支払について、何ら取引がなかっ

たにもかかわらず、これを必要経費として計上した本件総勘定元帳（平成２６年）を作成

させ、これに基づいて平成２６年分所得税等申告書を作成し、奈良税務署長に提出したの

であるから、このことは、通則法６８条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のも

の）に該当するというべきである。 

したがって、平成２６年分の所得税等に係る更正処分により新たに納付すべき税額のう

ち、上記ア及びイの必要経費を過大に計上していた部分以外の事実に基づいて計算した納

付すべき税額に対し過少申告加算税が課され、その余の納付すべき税額に対し、重加算税

が課されることとなる。 

（２）過少申告加算税及び重加算税の計算の基礎となる税額 

ア 新たに納付すべき税額                   ２４０９万７５００円 

上記金額は、前記第３の１（９）で述べた納付すべき税額１５０６万４８００円から、

平成２６年分所得税等申告書第一表「所得税及び復興特別所得税の申告納税額」欄に記載

された金額△９０３万２７２１円を減算し、通則法１１９条１項の規定により１００円未

満の端数を切り捨てたものである。 

イ 過少申告加算税の計算の基礎となる税額           １８０１万０７００円 

上記金額は、前記第３の１（３）で述べた総所得金額７２２７万４６４６円から、上記

（１）アの宣伝広告費の減算に伴って増加する事業所得８９０万４０００円、上記（１）

イの給料賃金の減算に伴って増加する事業所得６００万円の合計１４９０万４０００円を

控除した残額５７３７万０６４６円について、通則法施行令２８条１項に基づいて計算し

た税額である。 

ウ 重加算税の計算の基礎となる税額               ６０８万６８００円 

上記金額は、上記アから上記イを控除した金額である。 

（３）過少申告加算税の額                      ２６３万５０００円 

上記金額は、①上記（２）イの過少申告加算税の計算の基礎となる税額１８０１万０７０

０円を基礎として、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額１

８０１万円に対し、通則法６５条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のもの）の規

定により１００分の１０の割合を乗じて計算した金額１８０万１０００円と、②上記１８０

１万０７００円のうち期限内申告税額に相当する税額１３２万２０４１円を超える部分に相

当する税額１６６８万８６５９円について、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の
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端数を切り捨てた金額１６６８万円に対し、通則法６５条２項（平成２８年法律第１５号に

よる改正前のもの）の規定により１００分の５を乗じて計算した金額８３万４０００円とを

合計した金額である。 

（４）重加算税の額                         ２１２万８０００円 

上記金額は、上記（２）ウの重加算税の計算の基礎となる税額６０８万６８００円を基礎

として、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額６０８万円に

対し、通則法６８条１項の規定により１００分の３５の割合を乗じた金額である。 

（５）過少申告加算税及び重加算税賦課決定処分の適法性 

平成２６年分の所得税等に係る過少申告加算税及び重加算税の額は、それぞれ上記（３）

及び（４）のとおりであるところ、これらの額は、いずれも処分行政庁が平成３０年５月１

４日付けで原告に対してした平成２６年分の所得税等に係る加算税の賦課決定処分における

過少申告加算税及び重加算税の額と同額であるから、同賦課決定処分は適法である。 

５ 平成２７年分の所得税等に係る過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分は適法であるこ

と 

（１）本件についてのあてはめ 

ア 株式会社Ｈに対して支払った支払手数料 

前記第４の１（１）イ（ツ）ｂで述べたとおり、原告は、株式会社Ｈ名義の預金口座に

対して平成２７年中に合計９０７万２０００円を振り込み、丙に対して当該金額を事業所

得の金額の計算上必要経費に算入するよう指示した上で、所得税の確定申告を行ってい

た。 

しかし、上記２（１）イで述べたとおり、原告と株式会社Ｈとの間には取引関係はな

く、株式会社Ｈは本件医院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

なお、原告は、株式会社Ｈに対して支払ったとする９０７万２０００円のうち５０７万

２０００円を、平成２７年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入していた。 

イ 丙の妻に対して支払った給料賃金 

前記第４の１（１）イ（セ）で述べたとおり、原告は、丙の妻名義の預金口座に対し

て、平成２７年中に合計６００万円を振り込んでいる。 

しかし、丙の供述によれば、原告と丙の妻との間には雇用関係はなく、丙の妻は本件医

院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

ウ 小括 

以上のとおり、原告は、丙に対し、上記ア及びイの各支払について、何ら取引がなかっ

たにもかかわらず、これを必要経費として計上した本件総勘定元帳（平成２７年）を作成

させ、これに基づいて平成２７年分所得税等申告書を作成し、奈良税務署長に提出したの

であるから、このことは、通則法６８条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のも

の）に該当するというべきである。 

したがって、平成２７年分の所得税等に係る更正処分により新たに納付すべき税額のう

ち、上記ア及びイの必要経費を過大に計上していた部分以外の事実に基づいて計算した納

付すべき税額に対し過少申告加算税が課され、その余の納付すべき税額に対し、重加算税

が課されることとなる。 

（２）過少申告加算税及び重加算税の計算の基礎となる税額 
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ア 新たに納付すべき税額                   １６９８万８２００円 

上記金額は、前記第４の１（９）で述べた納付すべき税額８７０万５２００円から、平

成２７年分所得税等申告書第一表「所得税及び復興特別所得税の申告納税額」欄に記載さ

れた金額△８２８万３０２１円を減算し、通則法１１９条１項の規定により１００円未満

の端数を切り捨てたものである。 

イ 過少申告加算税の計算の基礎となる税額           １１９８万５６００円 

上記金額は、前記第４の１（３）で述べた総所得金額５２３６万６７０７円から、上記

（１）アの支払手数料の減算に伴って増加する事業所得５０７万２０００円、上記（１）

イの給料賃金の減算に伴って増加する事業所得６００万円の合計１１０７万２０００円を

控除した残額４１２９万４７０７円について、通則法施行令２８条１項に基づいて計算し

た税額である。 

ウ 重加算税の計算の基礎となる税額               ５００万２６００円 

上記金額は、上記アから上記イを控除した金額である。 

（３）過少申告加算税の額                      １７５万６０００円 

上記金額は、①上記（２）イの過少申告加算税の計算の基礎となる税額１１９８万５６０

０円を基礎として、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額１

１９８万円に対し、通則法６５条１項（平成２８年法律第１５号による改正前のもの）の規

定により１００分の１０の割合を乗じて計算した金額１１９万８０００円と、②上記１１９

８万５６００円のうち期限内申告税額に相当する税額８２万０９８６円を超える部分に相当

する税額１１１６万４６１４円について、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端

数を切り捨てた金額１１１６万円に対し、通則法６５条２項（平成２８年法律第１５号によ

る改正前のもの）の規定により１００分の５を乗じて計算した金額５５万８０００円とを合

計した金額である。 

（４）重加算税の額                             １７５万円 

上記金額は、上記（２）ウの重加算税の計算の基礎となる税額５００万２６００円を基礎

として、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額５００万円に

対し、通則法６８条１項の規定により１００分の３５の割合を乗じた金額である。 

（５）過少申告加算税及び重加算税賦課決定処分の適法性 

平成２７年分の所得税等に係る過少申告加算税及び重加算税の額は、それぞれ上記（３）

及び（４）のとおりであるところ、これらの額は、いずれも処分行政庁が平成３０年５月１

４日付けで原告に対してした平成２７年分の所得税等に係る加算税の賦課決定処分における

過少申告加算税及び重加算税の額と同額であるから、同賦課決定処分は適法である。 

６ 平成２８年分の所得税等に係る過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分は適法であるこ

と 

（１）本件についてのあてはめ 

ア 株式会社Ｈに対して支払った支払手数料 

前記第５の１（１）イ（ツ）ａで述べたとおり、原告は、株式会社Ｈ名義の預金口座に

対して平成２８年中に合計５２９万２０００円を振り込み、丙に対して当該金額を事業所

得の金額の計算上必要経費に算入するよう指示した上で、所得税の確定申告を行ってい

た。 
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しかし、上記２（１）イで述べたとおり、原告と株式会社Ｈとの間には取引関係はな

く、株式会社Ｈは本件医院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

イ 丙の妻に対して支払った給料賃金 

前記第５の１（１）イ（セ）ａで述べたとおり、原告は、丙の妻名義の預金口座に対し

て、平成２８年中に合計３５０万円を振り込んでいる。 

しかし、丙の供述によれば、原告と丙の妻との間には雇用関係はなく、丙の妻は本件医

院に係る業務を行っていなかったことが認められる。 

ウ 小括 

以上のとおり、原告は、丙に対し、上記ア及びイの各支払について、何ら取引がなかっ

たにもかかわらず、これを必要経費として計上した本件総勘定元帳（平成２８年）を作成

させ、これに基づいて平成２８年分所得税等申告書を作成し、奈良税務署長に提出したの

であるから、このことは、通則法６８条１項に該当するというべきである。 

したがって、平成２８年分の所得税等に係る更正処分により新たに納付すべき税額のう

ち、上記ア及びイの必要経費を過大に計上していた部分以外の事実に基づいて計算した納

付すべき税額に対し過少申告加算税が課され、その余の納付すべき税額に対し、重加算税

が課されることとなる。 

（２）過少申告加算税及び重加算税の計算の基礎となる税額 

ア 新たに納付すべき税額                   １２３８万０４００円 

上記金額は、前記第５の１（８）で述べた納付すべき税額５６３万２３００円から、平

成２８年分所得税等申告書第一表「所得税及び復興特別所得税の申告納税額」欄に記載さ

れた金額△６７４万８１９６円を減算し、通則法１１９条１項の規定により１００円未満

の端数を切り捨てたものである。 

イ 過少申告加算税の計算の基礎となる税額            ８７８万９７００円 

上記金額は、前記第５の１（２）で述べた総所得金額４２４５万３５４４円から、上記

（１）アの支払手数料の減算に伴って増加する事業所得５２９万２０００円、上記（１）

イの給料賃金の減算に伴って増加する事業所得３５０万円の合計８７９万２０００円を控

除した残額３３６６万１５４４円について、通則法施行令２８条１項に基づいて計算した

税額である。 

ウ 重加算税の計算の基礎となる税額               ３５９万０７００円 

上記金額は、上記アから上記イを控除した金額である。 

（３）過少申告加算税の額                      １２７万７５００円 

上記金額は、①上記（２）イの過少申告加算税の計算の基礎となる税額８７８万９７００

円を基礎として、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額８７

８万円に対し、通則法６５条１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて計算した金額

８７万８０００円と、②上記８７８万９７００円のうち期限内申告税額に相当する税額７９

万７２９８円を超える部分に相当する税額７９９万２４０２円について、通則法１１８条３

項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額７９９万円に対し、通則法６５条２項の

規定により１００分の５を乗じて計算した金額３９万９５００円とを合計した金額である。 

（４）重加算税の額                         １２５万６５００円 

上記金額は、上記（２）ウの重加算税の計算の基礎となる税額３５９万０７００円を基礎
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として、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた金額３５９万円に

対し、通則法６８条１項の規定により１００分の３５の割合を乗じた金額である。 

（５）過少申告加算税及び重加算税賦課決定処分の適法性 

平成２８年分の所得税等に係る過少申告加算税及び重加算税の額は、それぞれ上記（３）

及び（４）のとおりであるところ、これらの額は、いずれも処分行政庁が平成３０年５月１

４日付けで原告に対してした平成２８年分の所得税等に係る加算税の賦課決定処分における

過少申告加算税及び重加算税の額と同額であるから、同賦課決定処分は適法である。 
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別表１～３２ 省略 


